
事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

6

7

8

No.

1

2

3

4

5

2 2 2市町 1 市町 2 市町 2
県南３市町での道路側溝汚泥の一時

保管設備設置市町数の増加
2

放射性物質汚染廃棄物
処理円滑化事業

県、

市町

放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調査地

域に指定された市町における除染廃棄物（道路側溝汚泥

等）の一時保管場所の整備等に要する経費や農林業系副

産物などの処理を円滑に進めるための技術的支援等を実

施

・対象：一関市、奥州市、平泉町

12 12 1212

10 10 10

降下物の測定（毎月） 12 回/年 12 回/年 12 回/年

箇所 10 箇所 10 箇所 10
モニタリングポストによる空

間線量率の測定（常時）
10環境放射能水準調査事

業

県 原子力発電所事故による本県の放射性物質による影響を

把握するため、本県独自に放射線量等の測定調査を行い

県民等へ情報提供を実施

・空間線量率の測定：10箇所

・降下物の測定：年12回

16 技術 4 技術 4除去・低減技術試験の実施 20 技術放射性物質除去・低減
技術実証事業

県 原発事故に起因する放射性物質に関する課題解決のた

め、県内において適用できる放射性物質除去・低減技術

の情報収集と技術試験を実施

・除去・低減技術試験の実施：4技術

1 1回 1
岩手県放射線影響対策報

告書の発行
3 回 3

48 48144 回 48
ホームページによる情報発

信回数
144 回

県 環境放射線量や食品の放射性物質濃度等の測定状況の情

報をはじめ、原発事故放射線影響対策に係る取組状況等

について県内外生活者への情報を発信

・ホームページによる情報発信回数：144回

・岩手県放射線影響対策報告書の発行：3回

原発放射線影響対策事
業（情報発信）

9地区 22 地区 13アドバイザーの派遣地区数 24 地区 2
県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、住民

等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関する専門家

をアドバイザーとして派遣し、復興まちづくりを支援す

るとともに、地元のまちづくりに係る人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：22地区

多重防災型まちづくり
推進事業
・復興まちづくり支援
事業
　　　　　　▼P70

市町

村

市町

村
情報通信基盤の整備 2

市町村 過疎地域等を有する市町村において、医療・健康福祉・

教育等の高度な公共アプリケーションの導入に資する超

高速ブロードバンド基盤整備に対する支援

情報通信技術利用環境
整備推進事業

市町

村

市町

村
情報通信基盤の整備 14被災地域情報化推進事

業

市町村 超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報通信基盤

の整備などをはじめ、被災市町村が抱える課題を情報通

信技術（ICT）を利活用して効率的・効果的に解決する

取組に対する支援

500,000 500,000 1,000,0001,500,000 千円 500,000
産業振興・地域課題解決の

ための事業
3,810,028 千円 1,310,028 千円地域経営推進費事業 県、

市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応する事

業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年

・対象：4広域振興圏及び市町村

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25

「復興実施計画（第２期）」（２次案） 
構成事業の目標  

 

平成26年3月 

岩手県復興局 
 

 

岩手県東日本大震災津波復興計画 

復  興  実  施  計  画 

 
 

 

 

復興基本計画 
（平成23年度～平成30年度） 

23年度        24年度        25年度         26年度         27年度         28年度          29年度        30年度  

第３期 

～更なる展開への連結期間～   
（平成29年度～平成30年度）

第１期 

～基盤復興期間～ 
（平成23年度～平成25年度） 

第２期 

～本格復興期間～ 
（平成26年度～平成28年度） 

参考資料 



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

6

7

8

No.

1

2

3

4

5

2 2 2市町 1 市町 2 市町 2
県南３市町での道路側溝汚泥の一時

保管設備設置市町数の増加
2

放射性物質汚染廃棄物
処理円滑化事業

県、

市町

放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調査地

域に指定された市町における除染廃棄物（道路側溝汚泥

等）の一時保管場所の整備等に要する経費や農林業系副

産物などの処理を円滑に進めるための技術的支援等を実

施

・対象：一関市、奥州市、平泉町

12 12 1212

10 10 10

降下物の測定（毎月） 12 回/年 12 回/年 12 回/年

箇所 10 箇所 10 箇所 10
モニタリングポストによる空

間線量率の測定（常時）
10環境放射能水準調査事

業

県 原子力発電所事故による本県の放射性物質による影響を

把握するため、本県独自に放射線量等の測定調査を行い

県民等へ情報提供を実施

・空間線量率の測定：10箇所

・降下物の測定：年12回

16 技術 4 技術 4除去・低減技術試験の実施 20 技術放射性物質除去・低減
技術実証事業

県 原発事故に起因する放射性物質に関する課題解決のた

め、県内において適用できる放射性物質除去・低減技術

の情報収集と技術試験を実施

・除去・低減技術試験の実施：4技術

1 1回 1
岩手県放射線影響対策報

告書の発行
3 回 3

48 48144 回 48
ホームページによる情報発

信回数
144 回

県 環境放射線量や食品の放射性物質濃度等の測定状況の情

報をはじめ、原発事故放射線影響対策に係る取組状況等

について県内外生活者への情報を発信

・ホームページによる情報発信回数：144回

・岩手県放射線影響対策報告書の発行：3回

原発放射線影響対策事
業（情報発信）

9地区 22 地区 13アドバイザーの派遣地区数 24 地区 2
県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、住民

等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関する専門家

をアドバイザーとして派遣し、復興まちづくりを支援す

るとともに、地元のまちづくりに係る人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：22地区

多重防災型まちづくり
推進事業
・復興まちづくり支援
事業
　　　　　　▼P70

市町

村

市町

村
情報通信基盤の整備 2

市町村 過疎地域等を有する市町村において、医療・健康福祉・

教育等の高度な公共アプリケーションの導入に資する超

高速ブロードバンド基盤整備に対する支援

情報通信技術利用環境
整備推進事業

市町

村

市町

村
情報通信基盤の整備 14被災地域情報化推進事

業

市町村 超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報通信基盤

の整備などをはじめ、被災市町村が抱える課題を情報通

信技術（ICT）を利活用して効率的・効果的に解決する

取組に対する支援

500,000 500,000 1,000,0001,500,000 千円 500,000
産業振興・地域課題解決の

ための事業
3,810,028 千円 1,310,028 千円地域経営推進費事業 県、

市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応する事

業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年

・対象：4広域振興圏及び市町村

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25

■事業主体 

県が直接実施、あるいは、補助、支援する事業の

実施主体を記載 

■事業概要 

第２期（本格復興期間：H26～H28年度）に実

施を予定している事業の概要と目標を記載 

■復興計画期間中（H23～H30）の目標 

復興計画期間全体を通じての目標値を記載 ■第１期計画期間中（H23～H25）の実績（継続事業） 

平成25年度末の実績値記載 

■第２期計画期間中（H26～H28）の目標 

復興計画で、本格復興期間と位置付ける平成26年度

から平成28年度までの３年間における目標値を記載 

■各年度の目標 

各年度における目標値を記載 

■事業名 

事業名を記載。「復興実施計画（第２期）」の主要な事業と

して解説しているものについては、その掲載ページ数を記



「安全」の確保　／　防災のまちづくり

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

地域経営推進費事業 県、
市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：4広域振興圏及び市町村

産業振興・地域課題解決
のための事業

3,810,028 千円 1,310,028 千円 1,500,000 千円 500,000 500,000 500,000 1,000,000

被災地域情報化推進
事業

市町村 超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報通信
基盤の整備などをはじめ、被災市町村が抱える課題
を情報通信技術（ICT）を利活用して効率的・効果的
に解決する取組に対する支援

情報通信基盤の整備 14
市町
村

市町
村

情報通信技術利用環
境整備推進事業

市町村 過疎地域等を有する市町村において、医療・健康福
祉・教育等の高度な公共アプリケーションの導入に
資する超高速ブロードバンド基盤整備に対する支援

情報通信基盤の整備 2
市町
村

市町
村

携帯電話等エリア整
備事業

市町村 携帯電話等の無線通信が行えない状態の解消を図る
ため、無線通信用施設及び設備を設置する市町村に
対し、その経費の一部を補助

通信施設の整備等 9
市町
村

7
市町
村

2
市町
村

2

広域振興事業 県 震災からの復旧・復興に係る事業で、広域振興局が
実施する広域振興圏単位の課題を解決するための先
駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：3～5事業程度/年
・対象：4広域振興圏

広域圏の産業振興 1,450,021 千円 155,413672,956 千円 466,239 千円 155,413 155,413 310,826

県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、
住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関す
る専門家をアドバイザーとして派遣し、復興まちづ
くりを支援するとともに、地元のまちづくりに係る
人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：22地区

多重防災型まちづく
り推進事業
・復興まちづくり支
援事業
　　　　　　▼P70

アドバイザーの派遣地区
数

24 地区 2 地区 22 地区 13 9

県 環境放射線量や食品の放射性物質濃度等の測定状況
の情報をはじめ、原発事故放射線影響対策に係る取
組状況等について県内外生活者への情報を発信

・ホームページによる情報発信回数：144回
・岩手県放射線影響対策報告書の発行：3回

原発放射線影響対策
事業（情報発信）

ホームページによる情報
発信回数

144 回 144 回 48 48 48

岩手県放射線影響対策
報告書の発行

3 回 3 回 1 1 1

放射性物質除去・低
減技術実証事業

県 原発事故に起因する放射性物質に関する課題解決の
ため、県内において適用できる放射性物質除去・低
減技術の情報収集と技術試験を実施

・除去・低減技術試験の実施：4技術

除去・低減技術試験の実
施

20 技術 16 技術 4 技術 4

環境放射能水準調査
事業

県 原子力発電所事故による本県の放射性物質による影
響を把握するため、本県独自に放射線量等の測定調
査を行い県民等へ情報提供を実施

・空間線量率の測定：10箇所
・降下物の測定：年12回

モニタリングポストによる空
間線量率の測定（常時）

10 箇所 10 箇所 10 箇所 10 10 10 10

降下物の測定（毎月） 12 回/年 12 回/年 12 回/年 12 12 12 12

放射性物質汚染廃棄
物処理円滑化事業

県、
市町

放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調
査地域に指定された市町における除染廃棄物（道路
側溝汚泥等）の一時保管場所の整備等に要する経費
や農林業系副産物などの処理を円滑に進めるための
技術的支援等を実施

・対象：一関市、奥州市、平泉町

県南３市町での道路側溝汚泥の一
時保管設備設置市町数の増加 2 市町 1 市町 2 市町 2 2 2 2

県 被災地における良好な治安を確保するため、警察官
を緊急増員し、パトロール機能の強化、震災に乗じ
た犯罪の取締りの強化を推進

警察官緊急増員事業

　　　　　　▼P72

警察官増員数（延べ人
数）

425 人 330 人 95 人 50 30 15

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

1/5 【安全／防災のまちづくり】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路
等の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設
等を除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：25箇所
　（全体：587箇所/１期：562箇所）

災害復旧事業完了箇所 587 箇所 562 箇所 25 箇所 13 5 7

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路
等の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）

災害復旧事業完了箇所 2 路線 1 路線 1

県 東日本大震災津波で被災を受けた市町村が管理する
道路等の公共土木施設の県代行による復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：１箇所
　（全体：５箇所/１期：３箇所）

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（代行）

災害復旧事業完了箇所 5 箇所 3 箇所 1 箇所 1 1

多重防災型まちづく
り推進事業
・海岸保全施設等整
備事業
　　　　　　▼P70

県 東日本大震災津波によって破壊された防潮堤等の海
岸保全施設の復旧を図るとともに、市町村の復興ま
ちづくりと一体となった防潮堤の嵩上げや水門の整
備等を実施

・防潮堤等完成延長：30.4km
　（全体：35.2km/１期：4.8km）
・水門等完成地区数：36地区
　（全体：50地区/１期：７地区）

防潮堤等完成延長 35.2 ｋｍ 4.8 ｋｍ

水門等完成地区数 50 地区 7

30.4 ｋｍ 16.8 13.6

地区 36 地区 20 16 7

木造住宅総合耐震支
援事業

県、
市町村

木造住宅の耐震化を促進するための木造住宅の耐震
診断、耐震改修に対する支援や相談員の派遣を実施

・耐震診断実施戸数：600戸
・耐震改修実施戸数：120戸

耐震診断実施戸数 1,900 戸 1,300 戸

耐震改修実施戸数 280 戸 160 戸

600 戸 300 300

120 戸 60 60

災害に強いライフラ
イン整備事業
・汚水処理施設整備
事業

県、
市町村

東日本大震災津波で被害のあった市町村の汚水処理
施設整備事業に対する補助

・低炭素型合併浄化槽等（個人設置型）の
　　　嵩上げ補助実施市町村数：延べ12市町村

低炭素型合併浄化槽等（個人設置
型）の嵩上げ補助実施市町村数

23
延べ市
町村数

11
延べ
市町

12
延べ
市町

6 6

私立学校等災害復旧
支援事業

国、
県、
私立学校

被災した私立学校等の施設災害復旧費用の一部を助
成

・私立学校等施設の災害復旧：１園
　（全体：37園・校/１期：36園・校）

私立学校等施設の災害
復旧

37 園・校 36 園・校 1 園・校 1

交通安全施設整備事
業

県 被災地の復興の進捗に対応した交通安全施設の整備

・信号機設置等：32基（全体：72基）
・標識設置等：350本（全体：2,626本）
・標示：2㎞（全体：11km）

信号機新設等 72 基 32 基 15 17 40

標識設置等 2,626 本 350 本 349 1 2,276

標示 11 ㎞ 2 ㎞ 2 9

警察施設災害復旧事
業

県 東日本大震災津波で被災した警察施設を復旧・整備

・警察署等庁舎の再建：10箇所（全体：19箇所）
・警察宿舎の再建：30戸（全体：34戸）

警察署等庁舎の再建 19 箇所

警察宿舎の再建

箇所 10 箇所 2

戸34 戸 戸 30 1

3 95

12

15

16

17

18

19

13

14

20

22

23

21

県立高田高等学校災
害復旧事業

県 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田高
等学校の新築整備

・校舎等の新築整備：1校

校舎等の新築整備 1 校 1 校 1

県立学校施設防災機
能強化事業

県 災害発生時に地域住民の応急避難場所としての役割
を果たすため、県立学校施設の防災機能の強化を推
進

・学校施設の防災機能強化：8校
　（全体：12校/１期：4校）

学校施設の防災機能強
化

12 校 44 校 8 校 4

6 23 4

東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜

・対象：陸前高田市（高田地区海岸）

県海岸保全施設等整備
事業（養浜）

海水浴場の養浜着工箇
所数

1 箇所

海水浴場の養浜完了箇
所数

1 箇所

1 箇所 1

1
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

男女共同参画の視点
からの防災・復興に
関する普及啓発事業

県

多重防災型まちづく
り推進事業
・緊急避難路整備事
業　　　　　▼P70

県 急傾斜地崩壊対策施設等への避難路の整備を実施

・整備完了箇所数：3箇所（全体：３箇所）

急傾斜施設に係る緊急避
難路の整備完了箇所数

3 箇所 箇所 3 箇所 1 2

湾口防波堤等整備事
業
　　　　　　▼P73

国 東日本大震災津波によって倒壊した湾口防波堤の早
期復旧を図るとともに、現在整備中の湾口防波堤等
の整備を促進

・湾口防波堤の復旧延長割合(釜石港・大船渡港)
　　　　　　　　　：75％（H28まで累計100％）
・久慈港湾口防波堤整備事業進捗割合：17％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計63％）
・宮古港竜神崎防波堤整備事業進捗割合：15％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計96％）

湾口防波堤の復旧延長
割合(釜石港・大船渡港)

100 ％ 25 ％ 75 ％ 48 27

久慈港湾口防波堤整備
事業進捗割合

100 ％ 12 ％ 17 ％ 7 7 3 37

宮古港竜神崎防波堤整
備事業進捗割合

100 ％ 17 ％ 15 ％ 7 4 4 4

多重防災型まちづく
り推進事業
・津波水門等電動・
遠隔化促進事業
　　　　　　▼P70

県 津波水門等の操作員の安全確保、水門閉鎖時間の短
縮のため、水門等の電動化・遠隔化を実施

・完了数：36地区（全体：50地区/１期：7地区）

水門等の電動化・遠隔化
完了数

50 地区 7 地区 36 地区 20 16 7

多重防災型まちづく
り推進事業
・まちづくり連携道
路整備事業
　　　　　　▼P70

県 道路機能の向上を図るため、津波により浸水した道
路について、市町村の復興まちづくりと一体となっ
た整備を実施

・整備完了箇所：20箇所（全体：32箇所）

まちづくり連携道路の整備
完了箇所

32 箇所 箇所 20 箇所 1 9 10 12

土砂災害対策施設整
備事業

県 市町村の復興まちづくり計画等に基づき集団移転し
た住居等を土砂災害から保全

・砂防等施設整備着手数：５箇所
　（全体：10箇所/１期：1箇所）

砂防等施設整備着手数 10 箇所 1 箇所 5 箇所 1 2 2 4

多重防災型まちづく
り推進事業
・防災文化醸成事業
　　　　　　▼P70

県、
市町村

東日本大震災津波の経験や教訓を後世に語り継ぎ、
防災意識の向上や、避難行動を促す取組を「防災文
化」として醸成し継承していくため、小学校等での
津波防災に関する出前講座等を実施

・出前講座実施回数：60回

出前講座実施回数 140 回 40 回 60 回 20 20 20 40

県 各地域において、自主防災組織（町内会、事業所
等）の育成、強化を図り、自主的な活動を促進

・リーダー連絡会議開催回数：3回
・地域防災サポーター派遣回数：36回

地域防災力強化プロ
ジェクト事業（自主
防災組織等活動促進
事業）

リーダー連絡会議開催回
数

7 回 2 回 3 回 1 1 1 2

地域防災サポーター派遣
回数

68 回 8 回 36 回 12 12 12 24

県 災害時において、支援部隊等のベースキャンプ・現
地活動調整、広域医療搬送、被災者用物資・資機材
の備蓄、支援物資の受入・分配等の機能を有する広
域防災拠点（広域支援拠点及び後方支援拠点）を、
既存施設の活用を前提に配置

・指定拠点備蓄箇所数：５箇所
　（全体：5箇所）
・指定拠点衛星携帯電話配備箇所数：４箇所
　（全体：4箇所）

広域防災拠点事業

　　　　　　▼P74

指定拠点備蓄個所数 5 箇所 5 箇所 3 2

指定拠点衛星携帯電話
配備個所数

4 箇所 4 箇所 2 2

消防救急無線デジタ
ル化整備事業

県、
市町村、
(一部事
務組合
等)

電波法の改正に伴い、消防救急無線についてデジタ
ル方式に移行整備

・整備工事完了箇所数：3箇所（全体：3箇所）

整備工事完了箇所数 3 箇所 3 箇所 3

防災や復興に男女共同参画の視点を持って取り組む
地域住民等を増やすため、県内各地で「男女共同参
画の視点からの防災・復興」をテーマとした講演会
及びワークショップ等を開催

・開催回数：4回

開催回数 8 回 4 回 4 回 2 2

25

26

27

24

28

29

30

31

32

33

34

ＪＲ山田線・大船渡
線復旧支援事業

県、
市町

ＪＲ山田線及び大船渡線の復旧に向け、まちづくり
事業と一体となった鉄道の嵩上げ等の課題について
ＪＲや国と調整を図るとともに、利用促進策を検
討・実施
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路
等の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設
等を除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：25箇所
　（全体：587箇所/１期：562箇所）

災害復旧事業完了箇所 587 箇所 562 箇所 25 箇所 13 5 7

東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）（再掲）

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路
等の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

災害復旧事業完了箇所 2 路線 1 路線 1

災害に強いライフラ
イン整備事業
・汚水処理施設整備
事業　　　（再掲）

県、
市町村

東日本大震災津波で被害のあった市町村の汚水処理
施設整備事業に対する補助

・低炭素型合併浄化槽等（個人設置型）の
　　　嵩上げ補助実施市町村数：延べ12市町村

低炭素型合併浄化槽等（個人設置
型）の嵩上げ補助実施市町村数

23
延べ
市町
村数

11
延べ
市町
村数

12
延べ
市町
村数

6 6

多重防災型まちづく
り推進事業
・復興まちづくり支
援事業　　（再掲）
　　　　　　▼P70

県 復興まちづくりに取り組む団体等への支援として、
住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等に関す
る専門家をアドバイザーとして派遣し、復興まちづ
くりを支援するとともに、地元のまちづくりに係る
人材を育成

・アドバイザーの派遣地区数：22地区

アドバイザーの派遣地区
数

24 地区 2 地区 22 地区 13 9

多重防災型まちづく
り推進事業
・防災文化醸成事業
　　　　　（再掲）
　　　　　　▼P70

県、
市町村

東日本大震災津波の経験や教訓を後世に語り継ぎ、
防災意識の向上や、避難行動を促す取組を「防災文
化」として醸成し継承していくため、小学校等での
津波防災に関する出前講座等を実施

・出前講座実施回数：60回

出前講座実施回数 140 回 40 回 60 回 20 20 20 40

地域防災力強化プロ
ジェクト事業（防災
教育推進事業）

県 防災教育用教材を活用した防災教育の実践等によ
り、防災教育を推進

・教材製作：１式
・教材の操作研修会開催回数：６回

教材製作 3 式 2 式 1 式 1

教材操作研修会開催回数 10 回 6 回 2 2 2 4

再生可能エネルギー
導入促進事業

県 再生可能エネルギーの導入目標の達成に向けた取組
の一つとして、次の事業を実施

・被災家屋等への太陽光発電の導入支援
・自立・分散型エネルギー供給体制の
　　　構築に向けた市町村等の取組支援
・大規模電源立地の促進

被災家屋等への太陽光
発電設備導入数

1,880 世帯 1,000 世帯 880 世帯 490 390 - -

事業化可能性調査地区
数

6 地区 1 地区 3 地区 1 1 1 2

再生可能エネルギーによ
る電力自給率

35.0（H32目標） ％ 16.5（H24実績） ％ 27 ％ 22.7 25.2 27 29

県、
市町村等

非常時においても一定のエネルギーを賄えるシステ
ムの構築に向けて、県や市町村の庁舎、民間を含め
た医療施設、福祉施設、学校等に対し、再生可能エ
ネルギー設備の導入を推進

・市町村等への補助施設数：270箇所
　（全体：431箇所/１期：161箇所）

防災拠点等再生可能
エネルギー導入事業

　　　　　　▼P75

県施設への導入数 18 箇所 5 箇所 13 箇所 5 8 - -

市町村等への補助施設
数

431 箇所 161 箇所 270 箇所 163 107 - -

戦略的再生可能エネ
ルギー推進事業

県 地域に根ざした取組を推進するとともに、災害に強
いまちづくりに向け、県民・企業・団体等の協働を
促すため、次の事業を実施

・特定地域や個別エネルギーを
　　テーマとしたセミナー等の開催：15回
・ポータルサイトの運営

セミナー等開催回数 33 回 8 回 15 回 5 5 5 10

地域防犯活動促進事
業

県 被災地域におけるコミュニティの再生を促進し、犯
罪や交通事故のない地域社会づくりへの住民の自主
的な取組を支援

・被災地における
　　防犯座談会等の実施：450回（全体：878回）

被災地における防犯座談
会等の実施

878 回 428 回 450 回 150 150 150

クリーンエネルギー
導入支援事業

県、
市町村、
公共的団
体等

市町村等が行う地域内の公共施設等への小規模なク
リーンエネルギー設備の導入を支援
東日本大震災津波に関連し、地域の防犯・防災上、
重要かつ緊急を要するものには、補助率を引き上
げ、補助要件を緩和して実施

沿岸地域への支援 11 箇所

45

46

35

36

37

38

39

44

40

41

42

43

ひとにやさしいまち
づくり推進事業

県 各市町村の各種計画やまちづくりの中にユニバーサ
ルデザインの考え方を取り入れていくことができる
よう、市町村職員や地域住民を中心に条例の理念や
制度の周知徹底を図り、ひとにやさしいまちづくり
を推進

・研修会開催：12回（年４箇所）
・対象：内陸１・沿岸３市町村

研修会の開催 24 回 12 回 4 4 448 回
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

国連防災世界会議関
連会合等開催事業

県 Ｈ27.3に仙台市で開催される国主催の「第３回国連
防災世界会議」に付随する関連会合の開催、展示
会、現地視察等を実施

1
関連会合の本県での開催
件数

1

コース 2

件 1 件

エクスカーションコースの
本県への設定数

2 コース 2

津波復興祈念公園整
備事業
　　　　　　▼P76

国、
県、
市町村

東日本大震災津波の犠牲者を追悼・鎮魂し、震災の
経験や教訓を継承するとともに、市街地や利用者の
安全を確保し、まちづくりと一体となった地域の賑
わいの再生に資する津波復興祈念公園を整備

津波復興祈念公園整備
事業の着手箇所

1 箇所 1 箇所 1

47

48
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「安全」の確保　／　交通ネットワーク

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

5

6

7

8

9

No.

1

2

3

4

8 14 368

16 16 22

橋梁の耐震補強完了 74 橋 8 橋 30 橋

橋 61 橋 48 橋 16橋梁の補修完了 131

三陸復興道路整備事
業（橋梁耐震化等）

　　　　　　▼P78

県 復興道路として内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸
の高規格幹線道路等や、復興支援道路として内陸部
から沿岸各都市等にアクセスする道路及び横断軸間
を南北に連絡する道路等、復興関連道路として水産
業の復興を支援する道路等について、橋梁の耐震化
や補修を実施

・橋梁の補修完了：48橋
　（全体：131橋/１期：61橋）
・橋梁の耐震補強完了：30橋
　（全体：74橋/１期：8橋）

8 11 39箇所 8
道路法面対策完了箇
所

106 箇所 40 箇所 27
三陸復興道路整備事
業（災害防除）

　　　　　　▼P78

県 復興道路として内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸
の高規格幹線道路等や、復興支援道路として内陸部
から沿岸各都市等にアクセスする道路及び横断軸間
を南北に連絡する道路等、復興関連道路として水産
業の復興を支援する道路等について、落石対策等の
道路防災対策を実施

・道路法面対策完了箇所：27箇所
　（全体：106箇所/１期：40箇所）

3.6km
復興道路の事業中箇
所の供用延長（改築）

10.3 km 6.7 km三陸復興道路整備事
業
・復興道路整備事業
　（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興道路として、内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断
軸の高規格幹線道路等の整備を推進

〔対象路線〕
　・宮古盛岡横断道路（国道106号）

15.2km 15.2 km
復興道路の事業中箇
所の供用延長（直轄）

51.7 km 36.5

三陸復興道路整備事
業
・復興道路整備事業
　（直轄）
　　　　　　▼P78

国 復興道路として、三陸沿岸地域の縦貫軸と内陸部と
三陸沿岸地域を結ぶ横断軸の高規格幹線道路等の整
備を促進

・復興道路の事業中箇所の供用延長（直轄）
　　　：15.2km（全体：51.7km/１期：36.5km）

〔対象路線〕
　[縦貫軸]
　・三陸沿岸道路
　（三陸縦貫自動車道、三陸北縦貫道路、
　　　　　　　　　　　　八戸・久慈自動車道）
　[横断軸]
　・東北横断自動車道釜石秋田線
　・宮古盛岡横断道路（国道106号）

4 4 47

7 3 37

宮古港竜神崎防波堤
整備事業進捗割合

100 ％ 17 ％ 15 ％

久慈港湾口防波堤整
備事業進捗割合

100 ％ 12 ％ 17 ％ 7

2725 ％ 75 ％ 48
湾口防波堤の復旧延
長割合(釜石港・大船
渡港)

100 ％

湾口防波堤等整備事
業
　　　　　（再掲）

国 東日本大震災津波によって倒壊した湾口防波堤の早
期復旧を図るとともに、現在整備中の湾口防波堤等
の整備を促進

・湾口防波堤の復旧延長割合(釜石港・大船渡港)
　　　　　　　　　：75％（H28まで累計100％）
・久慈港湾口防波堤整備事業進捗割合：17％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計63％）
・宮古港竜神崎防波堤整備事業進捗割合：15％
　　　　　　　　　　　　（H28まで累計96％）

1 1箇所
災害復旧事業完了箇
所

5 箇所 3 箇所 1東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（代行）（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた市町村が管理する
道路等の公共土木施設の県代行による復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：１箇所
　（全体：５箇所/１期：３箇所）

2 1 13 港港湾機能の復旧完了 6 港 2 港東日本大震災社会資
本復旧事業
・港湾災害復旧事業

県 東日本大震災津波により倒壊した防波堤や沈下した
岸壁の復旧等による港湾の機能回復

・港湾機能の復旧完了：３港
　（全体：６港/１期：２港）

1路線
災害復旧事業完了箇
所

2 路線 1東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業（直轄）（再掲）

国 東日本大震災津波で被災を受けた国が管理する道路
等の公共土木施設の復旧・整備

・国道45号

75562 箇所 25 箇所 13
災害復旧事業完了箇
所

587 箇所東日本大震災社会資
本復旧事業
・河川等災害復旧事
業　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波で被災を受けた県が管理する道路
等の公共土木施設（大規模災害に係る海岸保全施設
等を除く）の復旧・整備

・災害復旧事業完了箇所：25箇所
　（全体：587箇所/１期：562箇所）

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

11

ＪＲ山田線・大船渡
線復旧支援事業
　　　　　（再掲）

県、
市町

ＪＲ山田線及び大船渡線の復旧に向け、まちづくり
事業と一体となった鉄道の嵩上げ等の課題について
ＪＲや国と調整を図るとともに、利用促進策を検
討・実施

12

13

14

15

10

3
耐震強化岸壁の整備
着手箇所

3 港

11 箇所

3

避難対策施設の整備
完了箇所

1 箇所

港 1港湾ＢＣＰの策定 4 港 港 4
港湾施設機能強化事
業

県 災害時等に緊急支援物資の取扱いや企業活動の再開
を早急に行うため、耐震強化岸壁等の整備による機
能拡充や港湾利用者が津波から安全に避難できる施
設の整備を検討

・港湾ＢＣＰ（事業継続計画）の策定：４港
　（全体：４港）
・避難対策施設の整備完了箇所：１箇所
　（全体：１箇所）

300 186996 ｍ 510
宮古市道北部環状線
改良延長

2,331 ｍ 1,335 ｍ三陸復興道路整備事
業
・復興関連道路整備
事業（代行）
　　　　　　▼P78

県 復興関連道路として、宮古市道北部環状線につい
て、県が代行整備を実施

・宮古市道北部環状線改良延長：996m
　（全体：2,331ｍ/１期：1,335ｍ）

36 1箇所 9 箇所 2
復興関連道路の整備
完了箇所

16 箇所 4三陸復興道路整備事
業
・復興関連道路整備
事業（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興関連道路として、水産業の復興を支援する道路
等について、交通支障箇所等の改築等を実施

・復興関連道路の整備完了箇所：9箇所
　（全体：16箇所/１期：4箇所）

135 6箇所 13 箇所 2
復興支援道路の整備
完了箇所

35 箇所 9三陸復興道路整備事
業
・復興支援道路整備
事業（改築）
　　　　　　▼P78

県 復興支援道路として、内陸部から沿岸各都市等にア
クセスする道路及び横断軸間を南北に連絡する道路
等について、交通支障箇所の改築等を実施

・復興支援道路の整備完了箇所：13箇所
　（全体：35箇所/１期：９箇所）

20 箇所 20
道の駅の機能強化完
了箇所

20 箇所道の駅防災機能強化
推進事業

県 災害時の道の駅の機能を確保するため、機能強化を
推進

・道の駅の機能強化完了箇所：20箇所
　（全体：20箇所）
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「暮らし」の再建　／　生活・雇用

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

県、
市町村

市町村における被災者の需要に応じた多種多様な生
活再建支援が、一人の取り残しもなく、円滑かつ効
率的に実施できるよう整備した、被災者台帳システ
ムの保守管理を行うとともに、市町村のシステム運
用を支援

・対象：宮古市、大槌町ほか6市町村

被災者台帳システム
運営事業

システム運営市町村数 8
市町
村

7
市町
村

8
市町
村

8 8 8 8

義援金の交付 県、
市町村

一般から寄せられた義援金を被災者に交付
交付件数 96,068 件

被災者生活再建支援
金の支給

県 災害により住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい
被害を受けた世帯に対して支援金を支給

基礎支援金支給件数 23,160 件

加算支援金支給件数 7,973 件

災害援護資金貸付金 県、
市町村

被害を受けた世帯主に対し、生活の立て直しに資す
るための資金を貸付

貸付件数 890 件

総合的被災者相談支
援事業
　　　　　　▼P80

県 久慈、宮古、釜石及び大船渡に設置した「被災者相
談支援センター」において、次の事業を展開

・被災者に寄り添った多様な相談主体との
　　　　　　　　　　　　　　連携・情報共有
・被災者に対する総合的な相談支援
・積極的・効果的な情報発信と支援施策の立案
・被災者一人ひとりの復興計画づくり支援

被災者相談支援セン
ターの運営

4 箇所 4 箇所 4 箇所 4 4 4 4

相談受付件数 26,979 件

被災者支援情報提供
事業

県 様々な支援事業や相談窓口を掲載したガイドブック
の作成・配付や、県外・内陸に居住する被災者を対
象に、定期的に支援事業や復興に関する情報を発信
することにより、被災者の生活再建を支援

・暮らしの安心ガイドブックの作成
・県外・内陸に居住する被災者への情報提供
　（県外：12回/年、内陸６回/年）

県外・内陸に居住する被災者
への情報提供回数

124 回 34 回 54 回 18 18 18 36

生活再建住宅支援事
業
・被災住宅改修支援
事業

県、
市町村

被災者支援制度の対象外の被災住宅に対する改修費
用の一部を補助する市町村に対する支援

・補修・改修支援：3,400戸

補修・改修支援 11,730 戸 7,130 戸 3,400 戸 2,200 600 600 1,200

生活再建住宅支援事
業
・被災宅地等復旧支
援事業

県、
市町村

地盤沈下や擁壁に倒壊等が発生している宅地に対し
て、復旧費用の一部を補助する市町村に対する支援

・宅地復旧支援件数：682件

宅地復旧支援件数 2,033 件 1,277 件 682 件 461 147 74 74

バス運行対策費補助
事業

県、
乗合バス
事業者

住民の重要な生活の足であるバス路線の維持を図る
ため、国庫補助制度に基づき、当該路線を運行する
バス事業者に対し、運行欠損額及び車両購入費に対
する補助を実施

被災地特例により維持
されている補助路線数

59 路線 59 59 59路線 59 路線 59 59

地域バス交通等支援
事業費補助事業

県、
市町村

住民の重要な生活の足であるバス路線の維持を図る
ため、市町村が実施する生活交通確保対策に係る経
費に対して補助

被災地特例により維持
されている補助路線数

13 路線 1316 路線 13 路線 13 13 13

民生委員(児童委員)
活動事業

県、
市町村、
民生児童
委員協議
会

民生委員に対し、被災者支援に関する研修を行い、
関係機関と連携した被災者の見守り活動を充実強化

・全県研修会開催：3回（年1回）
・地域単位研修会開催：27箇所（年9箇所）

27

民生委員児童委員協議会の会
長・副会長に対する研修

7 回 3

広域振興局、保健福祉環境セ
ンターごとの研修

63 か所

回 3 回 1

か所 27 か所 9

11 1

9 9 9

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～
No.

災害公営住宅等整備
事業
　　　　　　▼P81

県、
市町村、
民間企業

東日本大震災津波により住宅を失った被災者の居住
の安定を図るため、被災者用の恒久的な住宅を供給

・災害公営住宅整備（供給割合）：88.8％
　（H23～H28累計：98.5％）
・地域優良賃貸住宅建設補助：240戸

災害公営住宅整備（供
給割合）

100 ％ 9.7 ％ 88.8 ％ 25.5 47.1 16.2 1.5

地域優良賃貸住宅建
設補助

327 戸 87 戸 240 戸 80 80 80

生活再建住宅支援事
業
・災害復興住宅新築
支援事業

県、
市町村

被災地域において、一定のバリアフリー性能を有
し、県産材を一定量以上活用して住宅を再建する場
合に、建設費の一部を補助

・バリアフリー対応工事：1,300戸
・県産材使用工事：600戸

バリアフリー対応工事 2,825 戸 1,225 戸 1,300 戸 1,000 150 150 300

県産材使用工事 1,222 戸 522 戸 600 戸 500 50 50 100

生活再建住宅支援事
業
・災害復興住宅融資
利子補給事業

県、
市町村

被災者の住宅復興の負担軽減を図るため、住宅への
新たなローンの借入れをする者に対する既存の住宅
ローンへの利子補給を実施。また、既存住宅の改修
等を行う者に対する新たなローンへの利子補給を実
施

・新築補助：130戸
・補修補助：110戸
・既往債務補助：.360戸

新築補助 483 戸 273 戸 130 戸 50 40 40 80

補修補助 443 戸 293 戸 110 戸 70 20 20 40

既往債務補助 801 戸 201 戸 360 戸 120 120 120 240

県、
市町村

県内で自宅が全壊（半壊解体含む）した被災世帯に
対し、県内での持ち家による住宅再建を支援する市
町村の補助事業にその経費の一部を補助
［県補助限度額］
・複数世帯　66.6万円
・単数世帯　50.0万円

・補助金の支給世帯数：3,939世帯

被災者住宅再建支援
事業
　　　　　　▼P82

補助金の支給 9,518 世帯 3,531 世帯 3,939 世帯 1,313 1,313 1,313 2,048

就業支援推進事業 県 地域内関係機関と連携しながら雇用・労働に関する
地域課題に対応するため、県内各地域に就業支援員
を配置

・就業支援員による学校訪問件数：7,500件
　　　　　　　(2,500件×3年　H26～H28)

就業支援員による学校
訪問件数

19,441 件 6,941 件 7,500 件 2,500 2,500 2,500 5,000

地域ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪ管理運
営事業

県 地域の関係機関と連携して、若年者を中心とした就
業支援と地域産業の活性化を行う地域ジョブカフェ
の管理運営を実施

・利用者件数：18,000件
・設置場所：一関、気仙、宮古、久慈、二戸

利用者件数
46,879 件 16,879 件 18,000 件 6,000 6,000 6,000 12,000

ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪいわて管理
運営事業

県 岩手労働局と連携し、若年者を対象にきめ細やかな
就職相談、職業紹介をワンストップで行う「ｼﾞｮﾌﾞｶ
ﾌｪいわて」の管理運営を実施

・利用者件数：69,000件
・設置場所：盛岡
　　　　　　(23,000件×3年　H26～H28)

利用者件数
231,052 件 116,052 件 69,000 件 23,000 23,000 23,000 46,000

県 雇用及び就業の機会を緊急かつ臨時的に創出するこ
と等により失業者等の生活の安定を図るための事業
を実施

・新規雇用者数：4,341人

緊急雇用創出事業
（事業復興型雇用創
出事業を除く）
　　　　　　▼P83

新規雇用者数 28,577 人 24,236 人 4,341 人 2,806 1,535

事業復興型雇用創出
事業
　　　　　　▼P84

県 被災地において、将来的に雇用創出の中核となるこ
とが期待される事業所において被災者を雇用する場
合に、雇入れに係る費用を助成

・助成対象労働者数：3,500人

助成対象労働者数
17,300 人 13,827 人 3,500 人 3,500

職業訓練施設災害復
旧整備事業

県、
市町村、
職業訓練
法人

被災した認定職業能力開発施設を復旧するため、施
設設置者に対して補助を実施

・陸前高田高等職業訓練校

施設整備実施数
4 校 3 校 1 校

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業
（私立高等学校進路
指導員）

県、
私立学校

高卒新卒者の雇用の確保ときめ細かな就職指導を図
るため、希望する高等学校に進路指導員を配置

配置学校数 4 校 校

12

14

15

13

16

23

18

17

19

20

22

21

被災地域就業支援事
業

県 企業の人材育成担当者向けセミナー等を行い、人材
確保支援を実施

・セミナー回数：５回

セミナー回数 5 回 5 回 5

2/2 【暮らし／生活・雇用】



「暮らし」の再建　／　保健・医療・福祉

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

7

8

9

10

No.

1

2

3

4

5

6

5 3 710 箇所 2
保育所、児童館等復
旧施設数

46 箇所 29 箇所児童福祉施設等災害
復旧事業

県、
市町村、
社会福祉
法人

被災した保育所、児童館、放課後児童クラブ等の復
旧整備に要する経費を補助

・保育所、児童館等の復旧：10箇所

440 440回 1,320 回 440

35 35105 回 3582 回

訪問回数 2,387 回 1,067

巡回相談回数 187 回療育センター管理運
営事業

県 被災地域における障がい児の専門的な相談支援体制
を強化するため、「発達障がい沿岸センター」を設
置（釜石市）し、沿岸被災地の保護者等への相談支
援、支援機関への専門的な助言・指導を実施

・ｾﾝﾀｰの巡回相談：105回（年35回）
・訪問回数：1,320回（年440回）

61 61回 61
事業所従事者研修会
等の開催

321 回 138 回 183

38 38114 回 38
事業所支援アドバイ
ザーの派遣

196 回 82 回
障がい福祉サービス
復興支援事業

県 県内の障がい福祉サービス事業所が復興期において
安定した運営ができるようにするため、「障がい福
祉復興支援センター」を設置し、事業所の活動を支
援

・アドバイザー派遣：114回（年38回）
・従事者研修会開催：183回（年61回）

-4 4回 12 回 4

50 40 -150 回 60
介護予防教室の開催（№7被
災地健康生活支援事業から移
行分）

313 回 163 回

地域包括ケア研修会
の開催

27 回 15

被災地高齢者支援事
業
・被災地要援護高齢
者支援事業
　　　　　　▼P86

県 被災地の介護予防教室など地域包括支援センター業
務の支援を実施するとともに、巡回相談、認知症対
策等の普及啓発を実施

・研修会の開催：12回（年4回）
・介護予防教室の開催：150回
・対象：沿岸12市町村

-120 120回 360 回 120運動教室の開催 650 回 290被災地高齢者支援事
業
・被災地高齢者ふれ
あい交流促進事業
　　　　　　▼P86

県 応急仮設住宅での生活における高齢者の孤立化防止
や介護予防を図るため、高齢者が気軽に参加できる
運動教室や交流会活動を支援

・運動教室開催：360回（年120回）
・対象：大槌町他8沿岸市町村

2 -211 回 6 回 2従業者研修会の開催 17 回
被災地高齢者支援事
業
・被災地高齢者リハ
ビリテーション支援
事業
　　　　　　▼P86

県 応急仮設住宅に入居する高齢者等の運動や生活機能
低下の防止及び脳卒中等の既往疾患高齢者の状態の
悪化を防止するための事業を支援
県リハビリテーション支援センター等による巡回相
談や運動指導等を実施

・研修会開催：6回（年2回）
・対象：沿岸12市町村

6 6 -18
市町
村

6市町村事業への補助 28
市町
村
（延

10
市町
村

被災地高齢者支援事
業
・被災市町村地域支
え合い体制づくり事
業
　　　　　　▼P86

県、
市町村

被災地の要援護高齢者等の生活を支援するため、市
町村が応急仮設住宅等において行う専門職種等の者
による相談・支援等に要する経費の補助を実施

・補助実施：延べ18市町村（年6市町村）
・対象：応急仮設住宅が整備されている13市町村

-27 27
箇所
（延
べ）

81 箇所 27

4 4 -12 回 4研修会の実施 17 回 5 回

サポート拠点数（運営
数）

159
ヶ所
（延べ）

78

県、
市町村

応急仮設住宅地域において市町村が行う、高齢者等
サポート拠点及びグループホーム型仮設住宅の設
置・運営を支援するため、その経費の補助を行うほ
か、高齢者等サポート拠点運営者の研修を実施

・研修会の開催：12回（年4回）
・サポート拠点運営数：81箇所（年27箇所）
・対象：沿岸12市町村

被災地高齢者支援事
業
・地域支え合い体制
づくり事業（仮設介
護・福祉サービス拠
点づくり事業）
　　　　　　▼P86

11か所 2 か所 1
市町村立医療機関の
整備

4 か所 1被災地医療施設復興
支援事業
・公的医療機関復興
支援事業
　　　　　　▼P85

県、
市町村

被災した地域の公的医療機関の再建を支援

・新築整備：2箇所
　（全体：4箇所/１期：1箇所）
・対象：陸前高田市、岩泉町

2 2 10か所 5

16

仮設医療施設から恒久的医療
施設への移行

32 か所 13 か所 9

3か所 3
被災した医療施設の移転・新築を支援

・移転・新築箇所：3箇所
　（全体：41箇所/１期：22箇所）
・恒久的医療施設への移行：9箇所
　（全体：32箇所/１期：13箇所）
・対象：大船渡市、陸前高田市、大槌町、山田町

被災地医療施設復興
支援事業
　　　　　　▼P85

県、
民間医療
機関

事業名
事業
主体 ～H25

事業概要 平成26年度

事業の進捗状況実施年度

H26 H27 H29～H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

移転・新築医療施設
（事業完了済施設数）

41 か所 22 か所

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No. 事業名
事業
主体 ～H25

事業概要 平成26年度

事業の進捗状況実施年度

H26 H27 H29～H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～

16

18

19

20

17

21

14

15

11

12

13

35 -35- - 105 人 35資格取得者数 105 人被災地サポート拠点
職員資格取得促進事
業

県 被災地の介護人材を育成するため、高齢者等サポー
ト拠点等の職員が働きながら資格を取得することを
支援

・資格取得支援：105人（年35人）
・対象：沿岸 6市町村

55 - -55110 人 - - 110 人
新規雇用職員への資
格取得支援

介護人材就業促進事
業

県、
社会福祉
法人等

介護職員の育成及び定着を促進するため、介護事業
者が離職者等を有期雇用して、施設で働きながら、
介護職員初任者研修や介護福祉士の資格を取得する
ことを支援

・新規雇用職員への資格取得支援：110人(年55人)
・対象：沿岸12市町村

-

-4 4回 12 回 4セミナーの開催 27 回 15介護人材確保事業 県 介護事業所の労働環境の改善や介護の仕事の魅力を
発信することにより被災地の介護人材を確保

・セミナー開催：12回（年4回）
・対象：沿岸12市町村

10 か所 1 か所校舎改修等施設整備 1 か所県立宮古高等看護学
院施設整備事業

県 被災した県立宮古高等看護学院の校舎改修及び実習
棟を増築整備し、看護師の養成環境を充実

・宮古高等看護学院：１箇所

4 　 　8 人 4

4 　 　8 回 4就業相談会の開催 15 回 7 回

看護職のマッチングに
よる雇用者数

15 人 7 人

被災地看護職員確保
定着支援事業

県 著しく看護職員が不足している沿岸被災地におい
て、医療機関等の看護職員確保・定着を図るため、
実情把握や助言を行い、潜在看護職員や定年退職後
の看護職員等を活用したマッチングを実施

・就業相談会開催：8回（年4回）
・対象：大船渡市、釜石市、宮古市、久慈市
・マッチングによる雇用数：8人（年4人）

48 人 4
沿岸被災薬局における
薬剤師の不足数の解
消

15 人 7 人被災地薬剤師確保事
業

県 沿岸被災地における薬剤師の確保を図るため、薬学
生を対象とした沿岸地域における研修等を実施
　
・薬剤師の不足数の解消：8人

3 3回 9 回 3
保健師等研修会の開
催

16 回 7被災地健康維持増進
事業（人材確保・育
成）
　　　　　　▼P87

県 被災地における健康支援活動が円滑に実施されるよ
う、保健師等の人材の確保及び資質向上に係る支援
を実施

・保健師等人材確保支援事業
・被災地健康支援人材育成事業
・保健師等研修会開催：9回（年3回）

70 70 70

200 400

潜在看護職員研修受
講者の再就業率

70 ％ 61 ％ 70 ％ 70

200749 人 600 人 200進学セミナーの参加者 1,749 人
安心と希望の医療を
支える看護職員確保
定着推進事業

県 沿岸地域を始めとする看護職員の確保・定着を図る
ため、看護志望者の拡大、看護学生の県内定着、県
外看護職員のUターン促進、潜在看護職員の復職促
進、勤務環境の改善による離職防止対策等を総合的
に推進

・進学セミナー参加者：600名
・対象：内陸2箇所・沿岸1箇所
・研修受講者の再就業率：年70％

110 100 170320 人 110
修学資金の貸付（延
べ）

875 人 385 人岩手県看護職員修学
資金貸付金

県 被災した沿岸地域を始め、県内に勤務する看護職員
の確保を図るため、看護職員修学資金（卒業後一定
期間県内の特定施設等に勤務すれば返還を免除）を
貸与

・修学資金貸付：320人

60 100195 人 35

1 1 23 回 1
地域医療対策協議会
の開催

9 回 4 回

センターによる医師の
配置調整

195 人 　

地域医療医師支援事
業

県 被災した沿岸地域を始め、医師不足が顕著な本県の
地域医療に従事する医師の確保・定着を図るため、
「地域医療支援センター」を設置し、地域医療に従
事する医師の支援を実施（沿岸被災地の医師支援を
強化）

・協議会開催：３回（年1回）
・医師配置調整：195人

11055 55人 165 人 55
修学資金の貸付（延
べ）

414 人 139医師確保対策推進事
業（岩手県医師修学
資金貸付事業、医療
局医師奨学生資金貸
付事業、市町村医師
養成事業）

県 被災した沿岸地域を始めとする県立及び市町村立等
の病院に勤務する医師の不足を解消するため、医学
部に入学した学生に対して修学資金を貸与

・修学資金貸付：165人（年55人）

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No. 事業名
事業
主体 ～H25

事業概要 平成26年度

事業の進捗状況実施年度

H26 H27 H29～H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～

32

28

29

30

31

22

26

23

24

25

27

2 1施設 3 施設県立病院整備数 3被災県立病院整備事
業

県 被災した県立高田病院、大槌病院、山田病院の移転整
備を実施

・移転整備完了：3施設（全体：3施設）

80 6099960 箇所 721 箇所 239 箇所

600 3501,800 箇所 850
健康相談等の実施回
数

6,406 箇所 4,606 箇所

口腔ケア指導等の参
加者数（延べ）

10,706 人 6,956 人

31,879 人 21,879 人
健康相談等の参加者
数（延べ）

口腔ケア指導等の実
施回数

県 被災地の保健活動、食生活・栄養支援活動、口腔ケ
ア活動に対応するため、応急仮設住宅集会所等を活
用し、健康相談、保健指導、歯科検診、口腔ケア指
導等を実施
・被災地健康相談支援事業
・被災地口腔ケア推進事業
　
・健康相談実施：1800ヵ所
・口腔ケア指導実施：239箇所
・対象：応急仮設住宅入居者等

被災地健康相談等支
援事業

2 2回 2運営協議会開催回数 11 回 5 回 6
被災地健康維持増進
事業（被災地健康支
援）
　　　　　　▼P87

県 被災者の健康の維持増進を図るため、被災地域の健
康課題の分析評価及び対策に関する検討結果に基づ
き、保健活動等を支援
・岩手県被災地健康支援事業運営協議会事業
・被災地保健活動等支援事業
・被災者の状況（応急仮設住宅等避難者等）に
　　　　　　　　　応じた健康状態の把握・分析

・運営協議会開催：6回（年2回）
・対象：沿岸12市町村

-26 箇所 4 箇所 4施設整備数 30 箇所介護サービス施設整
備等臨時特例事業
（介護基盤復興まち
づくり整備事業）

県、
市町村

被災地において「地域包括ケア」の体制づくりを行
うため、被災地ニーズ調査等で把握された市町村の
ニーズに応じた在宅サービス等を行う拠点等の整備
に要する経費を補助

・沿岸地域の施設整備：4箇所（H26）

33 か所システム整備 5 か所 2 か所ＩＣＴを活用した保
健・医療・福祉サー
ビスの連携推進

県、
市町村、
民間医療
機関

医療の地域格差の解消等を図るため、通信技術を応
用した遠隔医療の実施に必要な設備機器等の整備や
医療・健康情報共有基盤の構築を支援

・システム整備：3箇所
　（全体：5箇所/１期：2箇所）

7 2か所 22 か所 13
非常用発電設備等の
整備（事業実施分）

24 か所 2災害拠点病院等非常
用設備整備事業

県、
民間医療
機関

災害時において病院機能を維持するため、災害拠点
病院を始めとする病院を対象に、自家発電や燃料タ
ンク等の非常用設備の整備に要する経費を補助

・非常用発電設備整備：22箇所
・対象：盛岡市、花巻市、一関市ほか

1 1 2

1 2

災害対応訓練の実施 5 回 0 回 3 回 1

16 回 3 回 1
災害拠点病院連絡協
議会の開催

11 回災害医療体制整備事
業

県、
災害拠点
病院

災害時の医療提供体制を確保するため、関係医療機
関等との訓練や情報共有などにより連携体制を強化
　
・協議会開催：3回（年１回）
・災害対応訓練開催：3回（年1回）

1

300 300 600

無線のデジタル化 1 式 1 式

回 300 回 900 回 300運航回数（延べ） 1,800ドクターヘリ運航事
業

岩手医科
大学、
県、
市町村
(消防本
部）

市町村消防等との密接な連携のもとに、円滑、安全
なドクターヘリの運航を実施

・運行回数：900回（年300回）
・無線のデジタル化

式 1
記録（診療録）の分析
による報告書の作成

1 式 1東日本大震災医療救
護診療録分析事業

県 東日本大震災津波での沿岸地域における医療救護班
が実施した医療救護活動についての記録（診療録）
を分析し、今後の災害医療対策の方向性を検討

・報告書作成：1式

3

23

4 回 6 回 3

45 人 22人

災害医療従事者研修
会の開催

10 回

27 人
災害医療コーディネー
ター養成研修の受講者

72
救助と医療をつなぐ
災害時実践力強化事
業

県、
医師会

災害や大規模事故等の発生時における医療従事者、
救助関係者及び行政職員の連携を強化するため、災
害医療・救急救助に携わる人材を育成

・養成講座受講者数：45人
・従事者研修会開催：年3回
・対象：コーディネーター及び医療従事者

-30 30- 90 人 30人 -就労支援金支給者数 90被災地介護職員住環
境整備支援事業

県 被災地の事業所に就職する者の住宅の確保及び就職
支度金の支給に係る経費を支援

・住宅の確保支援資金を支援：90人分（年30人分）
・対象：沿岸12市町村

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No. 事業名
事業
主体 ～H25

事業概要 平成26年度

事業の進捗状況実施年度

H26 H27 H29～H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～

35

90回

36

37

38

39

33

34

配置人数 23 人緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、
私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカ
ウンセラーを配置

10 1030
市町
村

10
サポート事業の実施市
町村数（延べ）

50
市町
村

20
市町
村

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

　　　　　　▼P87

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主
体の参画による健康づくりを支援
・住民の自主的な健康づくり活動支援事業
・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

684343 342日 1,025 日 340ケアセンター開設日数 2,286 日 577子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）
・地域ケアセンター　　　　：３箇所
　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）
・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

24 4824回 72 回 24研修会の実施 210児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保
育所職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）
・対象：沿岸12市町村

364 364 7281,092
ケー
ス

364
こころのケアケース検
討数

2,874 ケース 1,054
ケー
ス

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する
相談の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）
・地域こころのケアセンター　：４箇所
　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）
・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

22 施設保健センターの再建支援 2 施設市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援
　　　　　　　　　　　　（新築を含む）
・保健センター再建：２施設
・対象：沿岸2市町村

11 11
市町
村

33
市町
村

11
補助対象事業の実施
市町村数（延べ）

54 市町村 21被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が
実施する被災者特別健診等や受診環境の整備に関す
る経費を補助
　
・補助事業実施：年11市町村
・対象：沿岸12市町村

被災地特別健診等支
援事業

県 被災者の健康問題を早期に発見するため、市町村が実施

する被災者特別健診等や受診環境の整備に関する経費を

補助

　

・補助事業実施：年11市町村

・対象：沿岸12市町村

市町村保健センター
復旧支援

県 被災した市町村保健センターの再建を支援

　　　　　　　　　　　　（新築を含む）

・保健センター再建：２施設

・対象：沿岸2市町村

こころのケアセン
ター等設置運営事業

　　　　　　▼P89

県 地域においてこころの悩み・こころの健康に関する相談

の実施及び診察する拠点の継続設置

・岩手県こころのケアセンター：１箇所（盛岡市）

・地域こころのケアセンター　：４箇所

　　　　　（久慈市、宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケース検討数：1,092ケース（年364ｹｰｽ）

児童養育支援ネット
ワーク事業（被災児
童対策事業）
　　　　　　▼P88

県 被災児童等に対して適切な対応が図られるよう、保育所

職員、市町村職員、保護者等への研修を実施

・保育所職員等研修会実施：72回（年24回）

・対象：沿岸12市町村

子どものこころのケ
アセンター運営事業

県 被災児童の専門的な精神的ケア等を実施

・岩手県こどもケアセンター：１箇所（矢巾町）

・地域ケアセンター　　　　：３箇所

　　　　　　　　（宮古市、釜石市、大船渡市）

・ケアセンター開設：1,025日（年間340日）

被災地健康維持増進
事業（健康づくり）

県 被災市町村の新たなまちづくりと連動した多様な主体の

参画による健康づくりを支援

・住民の自主的な健康づくり活動支援事業

・被災者健康づくりサポート事業推進事業

・サポート事業実施市町村：年10市町村

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業

県、

私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカウン

セラーを配置

39

33

34

35

36

37

38

No. 事業名
実施
主体 事業概要

実施年度

～H25 H26 H27 H28 H29～

4/4 【暮らし／保健・医療・福祉】



「暮らし」の再建　／　教育・文化

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

7

5

6

8

9

10

No.

1

2

3

4

県立大学授業料震災
減免

445
人
（延
べ）

県立大学入学料震災
減免

97 人岩手県立大学被災学
生就学支援事業

県、
岩手県立
大学

東日本大震災津波で被災した学生に対し、公立大学
法人岩手県立大学が行う授業料等減免に要する経費
を交付

取組学校数 21 校
被災私立学校等復興
支援事業

県、
私立学校

東日本大震災津波を踏まえ、私立学校等が安定的・
継続的に運営することができるよう補助を実施

・被災私立学校復興支援事業
　生徒等が減少した私立の幼稚園・小・中・高等
　学校に対する運営費の補助
・被災私立専修学校等復興支援事業
　生徒の安全安心を図る取組や生徒募集、進路・
　就職指導等に対し補助

園・
校

1
園・
校

1
私立学校等施設の災
害復旧

37
園・
校

36私立学校等災害復旧
支援事業（再掲）

国、
県、
私立学校

被災した私立学校等の施設災害復旧費用の一部を助
成

・私立学校等施設の災害復旧：１園
　（全体：37園・校/１期：36園・校）

緊急スクールカウン
セラー等派遣事業
　　　　　（再掲）

県、
私立学校

沿岸幼稚園児の心のケアのため、幼稚園スクールカ
ウンセラーを配置

配置人数 23 人

44 校 8 校 4
学校施設の防災機能
強化

12 校県立学校施設防災機
能強化事業（再掲）

県 災害発生時に地域住民の応急避難場所としての役割
を果たすため、県立学校施設の防災機能の強化を推
進

・学校施設の防災機能強化：8校
　（全体：12校/１期：4校）

1 校 1校舎等の新築整備 1 校県立高田高等学校災
害復旧事業（再掲）

県 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田高
等学校の新築整備

・校舎等の新築整備：１校

教科 1

1 1

宮古水産高校水産教
育実習の実施教科数

1 教科 1

112 教科 9 教科 3 教科
高田高校水産教育実
習の実施教科数

県 東日本大震災津波で被災した水産高校における実習
を支援（高田高校海洋システム科：潜水実習、宮古
水産高校海洋技術科：漁業実習）

・高田高校水産教育実習の実施教科数：3教科
・宮古水産高校水産教育実習の実施教科数：1教科

水産教育支援事業

日通学バス運行日数 1,002高等学校通学バス運
行事業

県 被災した高田高等学校の仮校舎への移転に伴い、陸
前高田市及びその周辺地域の生徒の通学手段を確保
するため、通学バスを運行

・運行ルート内市町村：陸前高田市、大船渡市、住
田町

33 333333
市町
村

33
市町
村

33
「いわての復興教育」に
取組んでいる市町村数

33
市町
村

県、
市町村

「いわての復興教育」プログラム【改訂版】及び副
読本を活用した教育活動を支援

・実践事例等の提供
・対象：全市町村

いわての復興教育推
進事業
　　　　　　▼P91

33 3333
県、市町
村

児童生徒の適切な心のサポートを図るため、組織
的・継続的に学校を支援
・教員研修：地域の実態やニーズに対応した
　　　　　　　　　　　　　　　教員研修の実施
・人的支援等：臨床心理士等によるきめ細かな
　　　　　　　　　　　　　心のサポートの継続
・心とからだの健康観察：児童生徒一人ひとり
　　　　　　　　の経年変化がわかる資料の提供
・対象：全市町村

いわて子どものここ
ろのサポート事業

　　　　　　▼P90

～H25
事業名

事業
主体 H26 H27 H28 H29～

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

33
市町
村

33
市町
村

平成26年度

33
市町
村

33

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

スクールカウンセラー等の活用
により、児童生徒への支援を
行っている市町村数

1/4 【暮らし／教育・文化】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
～H25

事業名
事業
主体 H26 H27 H28 H29～

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

平成26年度第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

小・中学校の児童生徒
に対する学用品費、学
校給食費、医療費等を
補助

12,018 人

高等学校等の生徒に
奨学金を貸与

566 人

12

18

19

13

14

15

17

16

11

44 回 8 回 4
あーとキャラバン実施
回数

12 回震災復興支援あーと
キャラバン実施事業

県 被災地域において美術と触れあい、体験する機会を
提供するため、あーとキャラバンを実施して子ども
たちへの美術教育の支援を実施

・あーとキャラバン実施：８回数

2 428 公演 6 公演 2小公演開催 18 公演
青少年芸術普及事業 県、

市町村、
日本青少
年文化セ
ンター

被災地域の子どもたちに優れた文化芸術に触れ感動
する機会を提供し、次代の文化芸術の担い手の育成
を図るとともに、豊かな創造性と情操の涵養を図る
ため、従来へき地３級以上の学校を対象としていた
青少年芸術普及事業の小公演について、沿岸市町村
の学校を対象に追加して実施

・小公演開催：6回
・対象：沿岸12市町村

1 1市町村施設 12 施設 9 施設 2 施設 1

2 施設県施設 2 施設公立文化施設災害復
旧事業

県、
市町村

被災した文化芸術施設に係る災害復旧及び機能回復
の支援を実施

・市町村施設：2施設
・対象：宮古市、釜石市

4 311
市町
村

4委託市町村数 19
市町
村

8
市町
村

被災ミュージアム再
興事業

県、
市町村

被災した博物館や文化財収蔵施設からレスキューさ
れた文化財等の復旧支援のため、当該市町村が被災
文化財の洗浄や薬品処理、仮設保管場所の整備等を
行うための委託を、国の補助制度を活用し実施

・委託市町村数：延べ11市町村

750 人

153 137 233461 人 171

11,376 11,246 22,10734,130 人 11,50823,413 人

メンタルヘルス事後指
導の実施

1,112 人 418 人

メンタルヘルスチェック
の実施

79,650 人

健康診断事後保健指
導の実施

750 人

被災教職員健康管理
支援事業

県 教職員の心の健康の保持増進を図るため、メンタル
ヘルスチェックを行い、ストレス反応へのアドバイ
スや事後指導等を実施。また、管理職によるメンタ
ルヘルスケア（ラインケア）の充実を図るため、
スーパーバイザー（専門医）から助言を得るととも
に、研修会等を開催

・メンタルヘルスチェックの実施：34,130人
・メンタルヘルス事後指導の実施：461人

人

教科用図書、制服購
入費及び修学旅行費
の全部又は一部を給

2,917 人

教科用図書購入等の
給付（私立）

271

いわての学び希望基
金教科書購入費等給
付事業

県 東日本大震災津波により被災した生徒及び保護者等
に対し、高等学校における就学の支援を目的とし
て、教科用図書、制服購入費及び修学旅行費の全部
又は一部を給付

人

小・中・高大学等に在籍する者に定
期金（月額単位）の給付 1,576 人

小学校に入学した者及び小・中・高校
を卒業した者に一時金を給付 1,350

いわての学び希望基
金奨学金給付事業

県 東日本大震災津波により親を失った児童生徒等を対
象とした給付型の奨学金制度の運用

・小・中・高・大学等に在籍する者に
　　　　　　　　定期金（月額単位）の給付
・小学校に入学した者及び小・中・高校を
　　　　　　　　卒業した者に一時金を給付

37 37 74

78 156

県立学校への教職員
の加配

289 人 104 人 111 人 37

78

244

中学校への教職員の
加配

625 人 235 人 234 人 78

122 122人 366 人 122
小学校への教職員の
加配

970 人 360
被災地学校等への教
職員配置事業

県 被災した児童生徒へのきめ細かな支援及び学校復興
のため、教職員の加配が必要な小・中学校及び県立
学校に対し、継続的に教職員を加配

・小学校への教職員の加配：366人
・中学校への教職員の加配：234人
・県立学校への教職員の加配：111人

人

幼児に対して幼稚園の
入園料、保育料等を補
助

869 人

私立学校等授業料等
減免補助

1,282

被災児童生徒等就学
支援事業

県、
市町村、
岩手育英
奨学会、
私立学校

東日本大震災津波に被災したことに伴い、経済的な
理由により就学が困難となった世帯の幼児児童生徒
に対して、教育の機会を確保するため、就学援助や
奨学金事業を実施

・幼児就園支援事業
　幼児に対する入園料、保育料等の補助
・児童生徒就学援助事業
　小・中学校の児童生徒に対する学用品費、学校
　給食費、医療費等の補助
・奨学金事業
　高等学校等の生徒に対する奨学金の貸与
・特別支援教育就学奨励事業
　特別支援学校及び特別支援学級の児童生徒に対す
　る学用品費、学校給食費などの補助等
・私立学校被災児童生徒等就学支援事業
　私立の幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援
　学校、専修学校、各種学校の入学選考料、入学
　料、授業料、施設整備費減免措置に係る補助

2/4 【暮らし／教育・文化】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
～H25

事業名
事業
主体 H26 H27 H28 H29～

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

平成26年度第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

26

27

24

25

20

21

22

23

29

28

沿岸市町村における実
施地区

146 20 20 20本部 20本部 66 本部 60学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（学校
と地域の協働推進事
業）

県、
市町村

被災地における学校教育を地域全体で支援する体制
づくりを推進し、教員の負担軽減を図るとともに、
地域の教育力の活性化を促進

・学校支援本部実施地区：延べ60本部
・対象：沿岸12市町村

5 件 5

12 団体 12
（公財）岩手県文化振興事業
団又は県の支援事業により、活
動再開に至った団体数

66 団体 54 団体

（公財）岩手県文化振興事業
団又は県の支援を受けて開催
された公演数

5 件

郷土芸能復興支援事
業

県、
市町村

被災地域の郷土芸能を復興・継承するため、沿岸市
町村が行う被災した郷土芸能団体の施設等整備事業
に対して補助

24 件 4 件
国際文化交流イベント
への補助

国際文化交流支援事
業

県 震災復興支援を通じて新たに生まれた海外の一流
アーティストと本県との絆の維持・拡大を図るとと
もに、県民の芸術鑑賞や国際交流の機会の提供に資
するため、国際交流活動を通じた文化芸術イベント
を行う団体に対して補助

・国際交流イベント件数：４件

2,302 2,302人 6,906 人 2,302東北大会等派遣 12,307 人 5,401いわての学び希望基
金被災地生徒運動部
活動支援事業

県、
県中学校
体育連
盟、
県高校体
育連盟

中学生及び高校生の体育・スポーツの振興と競技力
の向上を図るとともに、被災した生徒を支援するた
め、東北中学校体育大会及び東北高等学校選手権大
会に出場するための旅費を補助

・東北大会等派遣：6,906人
・対象者:被災した中・高校生

43 校運動部活動地域連携
再構築事業（東日本
大震災津波で被災し
た中学校及び高等学
校の運動部活動支援
事業）

県 体育館やグランドが応急仮設住宅建設地になってい
るために運動部の活動が十分にできない学校に対し
て、近隣の市町村の体育施設に移動して活動するた
めの移動に要する経費を支援

・対象：大船渡市ほか7市町村

学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（教育
振興運動推進事業）

県、
市町村

3 3

2

3 3

3

復興支援セミナー 12 回 9 回

3 39 回 3
読書ボランティア推進
研修会

12 回
被災地域における社会教育の活性化を促すために、
読書ボランティアの人材育成を図るとともに、社会
教育による復興を支援するための研修会を開催し、
地域における教育課題の自主的な解決の支援を実施

・読書ボランティア推進研修会：9回
・復興支援セミナー：9回
・対象：沿岸12市町村

30 303086 教室 90 教室 30
沿岸市町村における実
施地区

206 教室
学びを通じた被災地
の地域コミュニティ
再生支援事業（放課
後における児童生徒
の居場所づくり事
業）

県、
市町村

被災地における児童の放課後の安全で安心な居場所
を確保するとともに、被災地域の市町村担当者・安
全管理員・指導員等の事業推進関係者に対する研修
機会等を提供

・実施地区：延べ90教室
・対象：沿岸12市町村

5 1 610 施設 4市町村施設 58 施設 42 施設

県施設 3 施設 3 施設公立社会教育施設等
災害復旧事業

県、
市町村

被災した公民館・図書館、博物館等の社会教育施設
に係る災害復旧工事を実施

・市町村施設：10施設
　（全体：58施設/１期：42施設）
・対象：陸前高田市ほか5市町

4 56

4

発掘調査 50 件 25 件 20 件 10

5 5件 15 件 5

2 2 38 件 4分布調査 19 件 8 件

試掘調査 32 件 13

遺跡調査事業 県 国・県の復興開発事業に伴う埋蔵文化財調査を先行
的に実施するとともに、市町村の復興開発事業等に
係る埋蔵文化財調査について支援

・分布調査：8件
・試掘調査：15件
・発掘調査：20件
・対象：宮古市ほか7市町村

356 356

2,182

小・中学校の児童生徒
への吹奏楽・合唱コン
クール参加費補助

1,191 人 123 人 1,068 人 356

2,182
高等学校の被災生徒
への参加費補助

8,646 人 2,100 人 6,546 人 2,182

64 64人 192 人 64
中学校の被災生徒へ
の参加費補助

514 人 322
いわての学び希望基
金被災地児童生徒文
化活動支援事業

県、
岩手県芸
術文化協
会、
岩手県中
学校文化
連盟、
岩手県高
等学校文
化連盟

小学校、中学校及び高等学校の文化芸術活動の振興
を図るとともに、被災した児童生徒を支援するた
め、各種大会等に参加するための旅費を補助

・中学生の被災生徒への参加費補助　　：192人
・高等学校の被災生徒への参加費補助　：6,546人
・小・中学校の児童生徒への
　　吹奏楽・合唱コンクール参加費補助：1,068人

運動部活動支援学校
数
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
～H25

事業名
事業
主体 H26 H27 H28 H29～

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

平成26年度第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

33

32

34

30

31

バスの運行日数高田高校運動部活動
等支援スクールバス
運行事業

県 高田高等学校において部活動を行う生徒の支援
・バス運行のための運転手の配置
　　　　　　　　　　（期限付臨時職員３人）
・部活動場所までの移動のためのバスの整備
　　　　　　　　　　　（点検整備、車検等）

10 10回 10
スポーツ医・科学測定、ワーク
ショップ開催数

40 回 10 回 30
スポーツ医・科学サ
ポートデータバンク
事業

県 被災地域の中高生競技者を対象に、競技力向上のサ
ポートを目的としたスポーツ医・科学分野における
データ収集（医・科学測定）の実施と効果的なト
レーニング等の指導（ワークショップ）を実施

・スポーツ医・科学測定及び
　　　　　　ワークショップ開催数：30回
・対象:沿岸12市町村

1県立施設設置 1 個所
海洋型スポーツ・レ
クリエーション拠点
施設整備事業

県 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田松
原野外活動センターに代わる施設として、次の機能
を備えた施設の整備を検討
・　海洋性野外活動機能
・　集団宿泊研修機能
・　スポーツ合宿機能
・　子ども支援機能
・　防災拠点機能

12
被災市町村において活
動を開始するクラブ

12
クラ
ブ

7
クラ
ブ

5
クラ
ブ

2

市町
村

1
市町
村

1
被災市町村において創
設準備に入る市町村

8
市町
村

7

生涯スポーツ推進プ
ラン事業（総合型地
域スポーツクラブ創
設・育成事業）

県、
市町村

東日本大震災津波により被害を受けた被災沿岸地域
のスポーツ・レクリエーション活動団体の運営体制
への支援
・広域スポーツセンター指導員の派遣による現地調
査
　及び指導
・クラブ研修会実施
・大学への創設育成支援委託

・創設準備に入る市町村：1市町村
　（全体：8市町村/１期：7市町村）
・活動を開始するクラブ：5クラブ
　（全体：12クラブ/１期：7クラブ）

12 12回 12
ｱｽﾚﾃｨｯｸﾄﾚｰﾅｰ
活動回数

84 回 48 回 36
アスレティックト
レーナー派遣事業

県 アスレティックトレーナーを被災地の応急仮設住
宅・地域の公民館に派遣し、被災者の健康増進のた
めの体操や軽運動の指導、健康相談を実施
被災地の中学校等の体育授業や部活動に派遣し、ト
レーニングやコンディショニングの指導を行い、ス
ポーツ活動の環境整備を実施

・アスレティックトレーナー活動回数：36回
・対象：沿岸12市町村
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「暮らし」の再建　／　地域コミュニティ

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標

連携会議の設置 1 箇所 1 箇所

平成26年度

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～～H25
事業名

事業
主体

応急仮設住宅等地域
コミュニティ活性化
事業

県 応急仮設住宅等での住民相互のコミュニケーション
の維持や地域コミュニティを継続するための事業
を、市町村、関係機関及びＮＰＯ等と連携して実施
・定例ミーティング（月２回程度）
・応急仮設住宅入居者のニーズ調査
・被災市町村との意見交換

・連携会議の開催回数:60回

開催回数 174 回 74 回 60 回 20 20 20 40

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決
するための先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年
・対象：４広域振興圏

広域圏の産業振興 1,450,021 千円 672,956 千円 466,239 千円 155,413 155,413 155,413 310,826

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：４広域振興圏及び市町村

産業振興・地域課題解
決のための事業

3,810,028 千円 1,310,028 千円 1,500,000 千円 500,000 500,000 500,000 1,000,000

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・草の根コミュニ
ティ再生支援事業
　　　　　　▼P93

県、
市町村

地域コミュニティの再生を図るため、コミュニティ
活動の担い手育成、先進的取組事例の紹介及び地域
の課題解決に向けた支援等を実施

・地域活動支援件数：12件
・先進事例紹介件数：18件

地域活動支援件数 32 件 12 件

先進事例紹介件数 48 件 18 件

12 件 4 4 4 8

18 件 6 6 6 12

「いわて三陸復興の
かけ橋」推進事業
　
　　　　　　▼P94

県 東日本大震災津波からの復興を加速させるため、復
興支援ポータルサイト「いわて三陸復興のかけ橋」
を活用し、情報共有によるマッチングの促進や、情
報発信による風化の防止、新たな支援の呼び込み等
を実施

・ポータルサイト等アクセス数：540,000ｱｸｾｽ
・連携交流会開催数：24回

ポータルサイト等
アクセス数

1,060,000
アク
セス

160,000
アク
セス

540,000
アク
セス

180,000 180,000 180,000 360,000

連携交流会の開催 37 回 13 回 24 回 12 12

人 190583 570被災者の生活支援と
セーフティネット対
策事業
　　　　　　▼P92

県、
市町村、
社会福祉
協議会

生活支援相談員による見守り活動や福祉サービスへ
の適切な橋渡しのほか、生活福祉資金の貸付相談、
生活困難な被災者等の自立支援など、被災者の生活
再建を支援

・生活支援相談員の配置：570人

生活支援相談員の配
置人数

1,343 人 人 190 190 190

災害時要援護者支援
対策事業

県、
市町村

市町村において、高齢者や障がい者等の災害時要援
護者の避難支援対策が推進されるよう、市町村職員
等を対象とした研修を実施し、福祉避難所の指定・
協定の促進について働きかけるほか、要援護者の把
握や支援について地域で検討するための福祉マップ
作成を支援

・研修会開催：3回（年1回）
・マップ作成：3市町村
　（全体：33市町村/１期：30市町村）
・福祉避難所指定：17市町村
　（全体：33市町村/１期：16市町村）

災害時要援護者避難
支援対策研修の開催

7 回 3 回 3 回 1 1 1 1

マップづくり市町村数 33
市町
村

30
市町
村

3
市町
村

2 1

福祉避難所指定・協定
締結市町村数

33
市町
村

16
市町
村

17
市町
村

7 5 5

災害派遣福祉チーム
設置事業

県 避難所等で福祉・介護分野の応急支援調整などを担
う「災害派遣福祉チーム」の設置に取り組むととも
に、市町村の避難支援計画策定等の取組を支援

・災害派遣福祉チーム：20チーム
・セミナー開催：3回（年1回）
・対象：全市町村

災害派遣福祉チーム
数

50
チー
ム

30
チー
ム

20
チー
ム

10 5 5  

災害派遣福祉チーム周知
に係るセミナー開催

9 回 5 回 3 回 1 1 1 1

障がい福祉サービス
復興支援事業
　　　　　（再掲）

県 沿岸地域の障がい者就労支援事業所の自主生産製品
の開発、販売促進、販路拡大を支援

・専門アドバイザー派遣：150回（年50回）

専門アドバイザーの派
遣

320 回 170 回 150 回 50 50 50

福祉コミュニティ復
興支援事業

県、
市町村等

福祉コミュニティの復興を図るため、市町村等が被
災者支援に携わる関係者間の総合調整を図りながら
実施する地域の支援体制の構築や住民ニーズ把握等
の事業に要する経費を補助

・事業実施市町村等数：31箇所

事業実施市町村等数 57 か所 16 か所 41 か所 11 10 10 10

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

5

6

No.

1

2

3

4

災害時要援護者支援
対策事業

県、

市町村

市町村において、高齢者や障がい者等の災害時要援護者

の避難支援対策が推進されるよう、市町村職員等を対象

とした研修を実施し、福祉避難所の指定・協定の促進に

ついて働きかけるほか、要援護者の把握や支援について

地域で検討するための福祉マップ作成を支援

・研修会開催：3回（年1回）

・マップ作成：3市町村

　（全体：33市町村/１期：30市町村）

・福祉避難所指定：17市町村

　（全体：33市町村/１期：16市町村）

県、

市町村、

社会福祉

協議会

生活支援相談員による見守り活動や福祉サービスへの適

切な橋渡しのほか、生活福祉資金の貸付相談、生活困難

な被災者等の自立支援など、被災者の生活再建を支援

・生活支援相談員の配置：570人

被災者の生活支援と
セーフティネット対
策事業
　　　　　　▼P92

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・草の根コミュニ
ティ再生支援事業
　　　　　　▼P93

県 地域コミュニティの再生を図るため、コミュニティ活動

の担い手育成、先進的取組事例の紹介及び地域の課題解

決に向けた支援等を実施

・地域活動支援件数：12件

・先進事例紹介件数：18件

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、

市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応する事

業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年

・対象：４広域振興圏及び市町村

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決するため

の先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年

・対象：４広域振興圏

応急仮設住宅等地域
コミュニティ活性化
事業

県 応急仮設住宅等での住民相互のコミュニケーションの維

持や地域コミュニティを継続するための事業を、市町

村、関係機関及びＮＰＯ等と連携して実施

・定例ミーティング（月２回程度）

・応急仮設住宅入居者のニーズ調査

・被災市町村との意見交換

・連携会議の開催回数:60回

～H25
事業名

実施
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～～H25
事業名

事業
主体

No.

5

6

No.

1

2

3

4

災害時要援護者支援
対策事業

県、

市町村

市町村において、高齢者や障がい者等の災害時要援護者

の避難支援対策が推進されるよう、市町村職員等を対象

とした研修を実施し、福祉避難所の指定・協定の促進に

ついて働きかけるほか、要援護者の把握や支援について

地域で検討するための福祉マップ作成を支援

・研修会開催：3回（年1回）

・マップ作成：3市町村

　（全体：33市町村/１期：30市町村）

・福祉避難所指定：17市町村

　（全体：33市町村/１期：16市町村）

県、

市町村、

社会福祉

協議会

生活支援相談員による見守り活動や福祉サービスへの適

切な橋渡しのほか、生活福祉資金の貸付相談、生活困難

な被災者等の自立支援など、被災者の生活再建を支援

・生活支援相談員の配置：570人

被災者の生活支援と
セーフティネット対
策事業
　　　　　　▼P92

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・草の根コミュニ
ティ再生支援事業
　　　　　　▼P93

県 地域コミュニティの再生を図るため、コミュニティ活動

の担い手育成、先進的取組事例の紹介及び地域の課題解

決に向けた支援等を実施

・地域活動支援件数：12件

・先進事例紹介件数：18件

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、

市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応する事

業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年

・対象：４広域振興圏及び市町村

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決するため

の先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年

・対象：４広域振興圏

応急仮設住宅等地域
コミュニティ活性化
事業

県 応急仮設住宅等での住民相互のコミュニケーションの維

持や地域コミュニティを継続するための事業を、市町

村、関係機関及びＮＰＯ等と連携して実施

・定例ミーティング（月２回程度）

・応急仮設住宅入居者のニーズ調査

・被災市町村との意見交換

・連携会議の開催回数:60回

～H25
事業名

実施
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・ＮＰＯ等による復
興支援事業
　　　　　　▼P93

県、
市町村、
ＮＰＯ・
民間企業
等

復興支援活動を行うＮＰＯ等に対し、活動費の助成
及び運営力強化のための取組を実施

・助成事業数：61件

件 21助成事業数 122 件 61 件 21 20 20 40

「いわて三陸復興の
かけ橋」推進事業
・首都圏との復興支
援連携強化事業
　　　　　　▼P94

県 県内での民間レベルの復興支援を実現するため、首
都圏で復興支援に関心のある企業や復興支援団体等
と情報共有を進め、連携を強化

・説明会等参加者数：480人

説明会等参加者数 480 件 480 件 240 240

被災地青少年育成事
業

さんりく
基金、
スポーツ
少年団、
PTA等

被災地の児童・生徒で組織された団体（スポーツ少
年団等）及び地域の青少年活動を支援する団体（PTA
等）を対象に、青少年育成活動に必要な備品や設備
の購入等の活動経費を支援

・助成件数：40件

被災地の青少年活動
への助成

185 件 145 件 40 件 20 20

地域コミュニティ再
生支援事業

さんりく
基金、
自治会、
集落組織
等

地域コミュニティの再生に向け、自治会、集落組織
等が主体となって作成する地域再生計画の策定とそ
の実現に向けた取組に対し、活動経費を支援

・助成件数：30件

地域コミュニティ団体
等への助成

40 件 10 件 30 件 15 15

大学等連携地域支援
事業

さんりく
基金、
大学

大学等が行う被災地支援活動（まちづくりに関する
研究・助言）や地域おこし活動（地域ブランド商品
開発）などの取組に対し、活動経費を支援

・助成件数：20件

被災地支援活動を行う
大学への助成

30 件 10 件 20 件 10 10

いわて若者活躍支援
事業

県、
民間

若者グループが企画・実行する「地域の課題解決」
や「元気創出活動」などの県内における取組に関す
る提案を募集し、発想力豊かな優れた提案に助成
（募集分野：震災復興３団体）

助成事業数 9 件 9 件 3 3 3

民生委員(児童委員)
活動事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村、
民生児童
委員協議
会

民生委員に対し、被災者支援に関する研修を行い、
関係機関と連携した被災者の見守り活動を充実強化

・全県研修会開催：3回（年1回）
・地域単位研修会開催：27箇所（年9箇所）
・対象：全市町村

民生委員児童委員協議会の会
長・副会長に対する研修

7 回 3 回 3 回 1 1 1 1

広域振興局、保健福
祉環境センターごとの
研修

63 か所 27 か所 27 か所 9 9 9 9

地域福祉活動コー
ディネーター育成事
業

県、
社会福祉
協議会

地域の生活課題に対応し、その解決に向けて関係団
体等とネットワークを築き、具体的なコミュニ
ティーソーシャルワーク機能を担う地域福祉活動
コーディネーターを育成・支援

・養成研修受講：90人（年30人）
・対象：全市町村

地域福祉活動コーディ
ネーター育成数

253 人 133 人 90 人 30 30 30 30

地域支え合い活動促
進支援事業

市町村、
社会福祉
協議会

地域福祉活動コーディネーター実践力強化研修の実
施や地域支え合い体制づくり事業や福祉コミュニ
ティ復興支援事業により、市町村や社会福祉協議会
が行う地域支え合い活動促進の取組を支援

・実践力強化研修：３回
・実施事業数：57事業
・対象：全市町村

地域福祉活動コーディネー
ター実践力強化研修

8 回 5 回 3 回 1 1 1 1

地域支え合い体制づく
り事業実施事業数

115 事業 43 事業 57 事業 27 15 15 15

復興住宅ライフサ
ポート事業

県、
市町村

災害公営住宅等において、高齢者及び障がい者等が
安心して暮らすことができるよう、必要な見守り、
支援体制の整備に要する経費を補助

・市町村事業への補助：延べ15市町村
・対象：沿岸12市町村

市町村事業への補助 15
市町
村

0
市町
村

15
市町
村

3 6 6 -

被災地高齢者ふれあ
い交流促進事業
　　　　　（再掲）

県 応急仮設住宅での生活における高齢者の孤立化防止
や介護予防を図るため、高齢者が気軽に参加できる
運動教室や交流会活動を支援

・運動教室開催：360回（年120回）
・対象：大槌町他８市町村

運動教室の開催 650 回 290 回 360 回 120 120 120 -

被災地障がい福祉
サービス生産活動等
支援事業

県 被災地の就労支援事業所等の工賃向上に向けた取組
を支援するため、被災失業者を雇用し創作活動や生
産活動等を支援

・支援対象事業所数：19事業所
・対象：沿岸12市町村

支援対象事業所数 38
事業
所

19
事業
所

19
事業
所

19 -

11

12

13

14

15

16

22

17

18

19

20

21

5

6

No.

1

2

3

4

災害時要援護者支援
対策事業

県、

市町村

市町村において、高齢者や障がい者等の災害時要援護者

の避難支援対策が推進されるよう、市町村職員等を対象

とした研修を実施し、福祉避難所の指定・協定の促進に

ついて働きかけるほか、要援護者の把握や支援について

地域で検討するための福祉マップ作成を支援

・研修会開催：3回（年1回）

・マップ作成：3市町村

　（全体：33市町村/１期：30市町村）

・福祉避難所指定：17市町村

　（全体：33市町村/１期：16市町村）

県、

市町村、

社会福祉

協議会

生活支援相談員による見守り活動や福祉サービスへの適

切な橋渡しのほか、生活福祉資金の貸付相談、生活困難

な被災者等の自立支援など、被災者の生活再建を支援

・生活支援相談員の配置：570人

被災者の生活支援と
セーフティネット対
策事業
　　　　　　▼P92

多様な主体の連携に
よる地域コミュニ
ティ支援事業
・草の根コミュニ
ティ再生支援事業
　　　　　　▼P93

県 地域コミュニティの再生を図るため、コミュニティ活動

の担い手育成、先進的取組事例の紹介及び地域の課題解

決に向けた支援等を実施

・地域活動支援件数：12件

・先進事例紹介件数：18件

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、

市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対応する事

業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年

・対象：４広域振興圏及び市町村

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、広域

振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決するため

の先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年

・対象：４広域振興圏

応急仮設住宅等地域
コミュニティ活性化
事業

県 応急仮設住宅等での住民相互のコミュニケーションの維

持や地域コミュニティを継続するための事業を、市町

村、関係機関及びＮＰＯ等と連携して実施

・定例ミーティング（月２回程度）

・応急仮設住宅入居者のニーズ調査

・被災市町村との意見交換

・連携会議の開催回数:60回

～H25
事業名

実施
主体

事業概要
実施年度

H26 H27 H28 H29～

2/2 【暮らし／地域コミュニティ】



「暮らし」の再建　／　市町村行政機能

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

5

No.

1

3

75
市町
村

復興整備計画作成（変更を含
む）延べ市町村数

県、
市町村

市町村が復興計画に基づく事業を実施するに当たっ
て、必要に応じて市町村への技術的な助言等の支援

被災市町村行財政支
援事業（復興整備計
画に係る支援）

　　　　　　▼P95

107 億円市町村執行額東日本大震災津波復
興基金市町村交付金

県 市町村が復興に向けて行う住民生活の安定やコミュ
ニティの再生、地域経済の振興や雇用維持の事業及
び住宅再建に資する事業のための財源支援

・全市町村 交付額計 425億円

1,087 人職員派遣数被災市町村行財政支
援事業（職員派遣）

　　　　　　▼P95

県 県及び県内市町村並びに県外の自治体等から被災市
町村への職員派遣による調整の実施

・被災市町村への職員派遣数

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

2

被災市町村行財政支
援事業（メンタルヘ
ルスケア研修等）

　　　　　　▼P95

県、
市町村

県内外の自治体からの市町村派遣職員等のメンタル
ヘルス対策及び研修による資質向上の支援

・メンタルヘルスケア研修会 9回
・市町村任期付職員を対象と
　　　 した新規採用職員研修6回

メンタルヘルスケア研
修会

15 回 9 回 3 3 3 6

市町村任期付職員対
象新規採用職員研修

10 回 6 回 2 2 2 4

4

被災市町村行財政支
援事業（行財政事務
の助言）
　　　　　　▼P95

県 市町村の復興に向けた課題を中心に聴取し、必要に
応じ行財政事務の助言の実施

・行財政コンサルティング実施
・対象：沿岸12市町村

行財政コンサルティン
グ実施沿岸市町村数
（延べ）

60
市町
村数

36
市町
村数

12 12 12 24

1/1 【暮らし／市町村行政機能】



「なりわい」の再生　／　水産業・農林業

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

6

8

9

10

7

No.

1

2

3

4

5

5035
二重債務対策支援件
数

267 件 157 件 110 件 25

60 70件 180 件 50
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 662 件 482岩手産業復興機構出

資金
　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

110 110110

250

ヒラメ種苗放流数 110 万尾 25 万尾 110 万尾 110

250 250
万個
/年

250
万個
/年

250

890 890 890890
万個
/年

150アワビ種苗放流数 890
万個
/年

15
万個
/年

ウニ種苗放流数 250
万個
/年

239

栽培漁業推進事業 県、
岩手県栽
培漁業協
会

本県栽培漁業資源の回復を図るため、アワビ、ウニ
及びヒラメ種苗等の生産・放流を支援並びに調査研
究、指導等を実施

・アワビ種苗放流数：890万個/年
・ウニ種苗放流数：250万個/年
・ヒラメ種苗放流数：110万尾/年
・対象：沿岸12市町村

400400 400
百万
尾/
年

400
百万
尾/
年

400
サケ稚魚生産数（H28
年度県全体）

400
百万
尾/
年

390さけ、ます増殖事業 県、
漁協等

サケ資源の早期回復を図るため、稚魚放流事業の支
援及び回帰率向上対策を実施

・サケ稚魚生産数：400百万尾/年（H28県全体）
・対象：沿岸12市町村

3 漁協 21 漁協 21計画策定漁協数 24 漁協
地域再生営漁計画推
進事業
　　　　　　▼P98

県、
漁協

地域漁業の再生に向けて、漁協を核とする地域漁業
の「人づくり」、「場づくり」及び「価値づくり」
を内容とする計画策定とその実行を支援

・計画策定漁協数：21漁協
（全体：24漁協/１期：3漁協）
・活動助成件数（累計）：27件
・対象：沿岸12市町村

11箇所 139 箇所 60 箇所 49整備施設数 199水産業経営基盤復旧
支援事業（共同利用
施設）
　　　　　　▼P97

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の復旧・整備を支援

・整備施設数：60箇所
　（全体：199箇所/１期：139箇所）
・対象：沿岸12市町村

8箇所 196 箇所 42 箇所 34復旧施設数（修繕） 238水産業共同利用施設
復旧支援事業

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の早期復旧、使用再開
に必要な機器等の整備や施設の修繕を支援

・復旧施設数：42箇所
　（全体：238箇所/１期：196箇所）
・対象：沿岸12市町村

50台 17,300 台 180 台 130整備施設数 17,480水産業経営基盤復旧
支援事業（養殖施
設）
　　　　　　▼P97

県、
漁協等

漁協等による被災養殖施設の共同利用施設としての
一括整備を支援

・整備施設数：180台
　（全体：17,480台/１期：17,300台）
・対象：沿岸12市町村

12隻 6,443 隻 369 隻 357
整備漁船数（新規登録
漁船数）

6,812
共同利用漁船等復旧
支援対策事業

県、
漁協等

漁協等による漁業者が共同利用する漁船、定置網等
の一括整備を支援

・整備漁船数：369隻
　（全体：6,812隻/１期：6,443隻）
・整備定置網数：1ヶ統
　（全体：100ヶ統/１期：99ヶ統）
・対象：沿岸12市町村

H29～～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

水産業共同利用施設
復旧支援事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の早期復旧、使用再開
に必要な機器等の整備や施設の修繕を支援

・復旧施設数：42箇所
　（全体：238箇所/１期：196箇所）
・対象：沿岸12市町村

復旧施設数（修繕） 238 箇所 196 箇所 42 箇所 34 8

11

水産業経営基盤復旧
支援事業（共同利用
施設）　　（再掲）
　　　　　　▼P97

県、
市町村、
漁協・水
産加工協
等

漁協等が有する共同利用施設の復旧・整備を支援

・整備施設数：60箇所
　（全体：199箇所/１期：139箇所）
・対象：沿岸12市町村

整備施設数 199 箇所 139 箇所 60 箇所 49 11

浜のコミュニティ再
生支援事業

県 漁家女性等の活動再開を促すとともに、生きがいの
創生を通じて、女性等の力による浜の賑わいやコ
ミュニティの再生を支援

・浜料理選手権の開催回数：1回
・対象：沿岸12市町村

回
浜料理選手権の開催
回数

1 回 1 1

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

1/7 【なりわい／水産業・農林業】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

中小企業被災資産復
旧事業
　　　　　　▼P99

20

22

21

13

14

15

16

18

19

12

1,914,674 千円
保証料補給額（全業
種）

1,914,674 千円中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対
し、長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被
害を受けた中小企業者に対し保証料補給を実施

300 300 6001,100 億円 500
融資額（全業種）

3,206 億円 1,506 億円中小企業東日本大震
災復興資金貸付金

県 東日本大震災津波により事業活動に支障を来してい
る中小企業者に対し事業を再建するために必要な資
金を融資

・融資額：1,100億円

貸付額（全業種）
145 億円 145 億円

中小企業高度化資金
貸付金

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施
設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が
協調し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付
を実施

5035
二重債務対策支援件
数

267 件 157 件 110 件 25

60 70件 180 件 50
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 662 件 482岩手産業復興機構出

資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

補助金額
76,492 百万円

1,193 社
補助件数中小企業等復旧・復

興支援事業

　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場
合に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対し
て、国と県が連携して補助

補助件数
268 社

補助金額
436,187 千円

県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行
う被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要す
る経費に対し補助

社 34 社 3 社 3延べ支援被災事業者数 37産地パワーアップ復
興支援事業

県 被災地域の食品事業者の供給体制を強化するため、
付加価値の高い商品を供給する取組を支援

・延べ支援被災事業者数：3社

3
市町
村

2
市町
村

8
市町
村

5計画策定市町村数 10
水産物の漁獲から流通、加工までの一貫した高度衛
生品質管理のサプライチェーンの構築を支援

・高度衛生品質管理計画の策定：8市町村
　　　　　（全体：10市町村/１期：2市町村）
・地場原料安定確保に取り組む魚市場：4市場
　　　　　　  （全体：６市場/１期：２市場）
・地域づくり取組件数：3件
・対象：沿岸10市町村

12商談会等の開催回数 42 回 18 回 24 回 12

4040 ％ 40 ％ 40
商談会等の開催による
取引成約率

40 ％
県 県産農林水産物等の販路の回復・拡大を図るため、

全国の消費者を対象とした県産品の安全・安心の発
信や、実需者を対象とした商談会・産地見学会等を
開催

・商談会等開催回数：12回/年

いわてブランド再生
推進事業

　　　　　 ▼P101

- --
県産農林水産物検査
件数

40,208 件

4 4 812 回 4
県産農林水産物検査
計画作成回数

31 回 11 回
県、
市町村、
関係団体
等

放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進（県産農林水産物の放射性物質濃度
検査の実施及び公表）

・県産農林水産物検査計画作成回数：12回

原発放射線影響対策
事業（県産農林水産
物検査）

高度衛生品質管理型
水産物生産加工体制
構築支援事業

　　　　　 ▼P102

県、
市町村、
漁協、
民間企業
等

17

原発放射線影響対策
事業（流通食品検査
等）

検査検体数
県 食品の放射性物質汚染に対する県民の不安解消のた

め、県内産はもとより県外産を含む県内流通食品に
ついて、食品衛生法に基づく収去検査を実施。ま
た、検査結果等の情報を新聞紙上で発信するほか、
出前講座による普及啓発を実施

・食品検査：600検体

1,295 検体 295 検体 600 検体 400200 200 200

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

2/7 【なりわい／水産業・農林業】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

漁港災害復旧事業
（海岸保全施設等本
復旧）
　　　　　 ▼P103

33

34

27

28

29

30

31

32

23

24

26

2 2 46 回 2
商談会開催数

23 回 13 回いわてフードコミュ
ニケーション推進事
業

県 「食の安心安全」を基本とし本県の特色ある食材や
資源を活用した新しいビジネス展開や販路開拓を促
進し、本県食産業を高い付加価値生産性を持つ総合
産業として育成

・商談会の開催：６回

2010 10事業 30 事業 10
いわて農商工連携ファ
ンドの採択事業数

75 事業 25いわて農商工連携推
進事業

県、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて農商工連携ファンド等により農林漁業者と中
小企業者との連携による新たな事業展開や、農林水
産物の加工や流通・販売等に取り組むモデル作りを
支援

・採択事業数：30事業

315 ha 210 ha 210
復興組合による経営再
開面積

525 ha被災農家経営再開支
援事業

県、
市町村

被災地域の早期の営農再開を図るため、復興組合を
組織し、ガレキの除去等の復旧作業を共同で行う農
業者を支援

・復興組合による経営再開面積：210ha
   （全体：525ha/１期：315ha）
・対象：陸前高田市ほか10市町

1.3 2.31.4㎞ 3.2 ㎞ 0.5防潮堤等完成延長 5.5 ㎞海岸保全施設整備事
業

県 地域の防災対策や地域づくり等を踏まえ、新たに防
潮堤が必要となる区間の整備を実施

・防潮堤等完成延長：3.2km
　（全体：5.5km）

2 6 515 地区 7工事着工地区数 30 地区 10 地区水産基盤整備事業 県 地域の防災対策や地域づくり、水産業再生の方向を
踏まえ、新たに防波堤や岸壁などの漁港施設及び漁
場施設等の整備を実施

・工事着工地区数：15地区
　（全体：30地区/１期：10地区）

13 531 地区 13工事完了地区数 41 地区 10 地区漁業集落防災機能強
化事業

　　　　　 ▼P104

市町村 漁港の背後集落等において、今回の東日本大震災津
波を踏まえた防災・減災対策の見直しを行いつつ、
災害に強い安全・安心な居住地を確保

・工事完了地区数：31地区
　（全体：41地区/１期：10地区）

9.4 5.7㎞ 23.3 ㎞ 8.2防潮堤等完成延長 23.6 ㎞ 0.3
県 被災した海岸保全施設等の本格的な復旧を実施

・防潮堤等完成延長：23.3km
　（全体：23.6km/１期：0.3km）

158 漁港 23 漁港 8工事完了漁港数 31 漁港県単独漁港災害復旧
事業（漁港施設等本
復旧）

県 被災した漁港施設や海岸保全施設等の復旧のうち国
の災害復旧事業の対象外である小規模な復旧等を実
施

・工事完了漁港数：23漁港
　（全体：31漁港/１期：8漁港）

16漁港 10工事完了漁港数 29 漁港 3 漁港 26漁港施設機能強化事
業（漁港用地等本復
旧）

県 被災した漁港施設用地嵩上げなどの復旧

・工事完了漁港数：26漁港
　（全体：29漁港/１期：3漁港）

1523 漁港 88 漁港工事完了漁港数 31 漁港漁港災害復旧事業
（漁港施設等本復
旧）
　　　　　 ▼P103

県 被災した防波堤や岸壁など漁港施設等の本格的な復
旧を実施

・工事完了漁港数：23漁港
　（全体：31漁港/１期：8漁港）

3社 11 社 6 社 3支援被災事業者 17いわて農林水産ブラ
ンド輸出促進事業

県 県産農林水産物の輸出の拡大に向けて、海外市場で
のプロモーションのほか、通年取引に向けた海外
フェア・現地商談会の開催などを実施

・支援被災事業者：6社

25

いわて水産ブランド
輸出促進事業

県 県産農林水産物の輸出の回復に向けて、水産物輸出
の拡大が見込まれる新規市場調査のほか、現地バイ
ヤーを対象とした商談会の開催や産地招聘等を実施

・新規市場開拓数：２件

新規市場開拓数 2 件 2 件 1 1

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

いわてブランド再生
推進事業　（再掲）

　　　　　 ▼P101

40

36

37

42

43

44

45

35

38

46

39

35 50110 件 25

60 70180 件 50
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 662 件 482 件

二重債務対策支援件
数

267 件 157 件

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）
　
　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

- - --生体推定検査頭数

ha 9,298 ha 4,308 ha 4,308除染面積 13,606放射性物質被害畜産
総合対策事業

県、
市町村、
岩手県農
業公社

県産牛肉、牛乳の安全性を確保するため、県内産粗
飼料の放射性物質調査の実施、牧草地の除染、廃用
牛の適正出荷等に対する支援

・除染面積：4,308ha
  （全体：13,606ha/1期：9,298ha）

36 回 3フェア等の開催回数 18 回 12 回いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて畜産物ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ強化対策事業）

県、
いわて牛
普及推進
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産牛肉の有利販売を進めるため、「いわて牛
普及推進協議会」の行う普及啓発や消費拡大等の取
組を支援

・フェア等開催回数：３回/年

36 回 3フェア等の開催回数 17 回 11 回いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて純情園芸産
品販売戦略展開事
業）

県、
岩手県青
果物生産
出荷安定
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産園芸産品の有利販売を進めるため、消費者
等へのＰＲや、産地と実需者等との安定的な取引関
係の構築を推進

・フェア等開催回数：３回/年

3回 6 回 3フェア等の開催回数 15 回 9いわての農林水産物
まるごと展開事業
（いわて純情米ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ戦略展開事
業）

県、
いわて純
情米需要
拡大推進
協議会

農林水産業の生産体制の復旧・復興と歩調を合わ
せ、県産米の安定的な販路の確保に向けて、米卸業
者や実需者、消費者等へのＰＲや、量販店との交流
などを実施

・フェア等開催回数：3回/年

6 棟 6簡易ハウス設置数 12 棟 6 棟特用林産施設等体制
整備事業（原木しい
たけ再生産促進事
業）

県、
市町村

放射性物質の影響により出荷制限が指示されている
市町村において、制限解除後の再生産を図るため、
簡易ハウス等の設置を支援（1棟：200㎡相当）

・簡易ハウス設置数：6棟
　（全体：12棟/6棟）

出荷制限解除市町村
数

特用林産物放射性物
質調査事業（特用林
産物放射性物質調査
事業、きのこ原木等
処理事業）

県、
市町村

放射性物質の影響を受けた原木しいたけ産地の再生
に向け、国の出荷制限解除に向けた放射性物質濃度
検査を実施するほか、検査により指標値を超えた原
木・ホダ木の処分及びホダ場環境整備等の対策を実
施

100 ％ 100
牛肉の放射性物質枝
肉検査割合

100 ％ 100 ％県産牛肉安全安心確
立緊急対策事業

県、
集出荷団
体、
農協等

安全安心な県産牛肉の供給体制を確立するため、県
内外に出荷される牛全頭の放射性物質検査の経費助
成や消費者の不安解消に向けた取組を実施

・県産牛全頭検査の実施

65 ％ 65
県産食材の安全性に
対する消費者の理解
度

65 ％ 50 ％いわて農林水産物消
費者理解増進対策事
業

県 県産農林水産物の風評被害を払拭し、安全性確保に
対する消費者の理解増進を図るため、市町村や生産
者団体等が行う物産フェア等の開催経費を補助

・県産食材の安全性に対する
　　　　　　　消費者の理解度：65％

12商談会等の開催回数 35 回 11 回 24 回 12

40％ 40 ％ 40
商談会等の開催による
取引成約率

40 ％ 40
県 県産農林水産物等の販路の回復・拡大を図るため、

全国の消費者を対象とした県産品の安全・安心の発
信や、実需者を対象とした商談会・産地見学会等を
開催

・商談会等開催回数：12回/年

- --件

4 4 8

県産農林水産物検査
件数

－ 40,208 件 －

11 回 12 回 4
県産農林水産物検査
計画作成回数

31 回
県、
市町村、
関係団体
等

放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進（県産農林水産物の放射性物質濃度
検査の実施及び公表）

・県産農林水産物検査計画作成回数：12回

原発放射線影響対策
事業（県産農林水産
物検査）　　（再
掲）

200 200 400検体 200検査検体数 1,295 検体 295 検体 600

41

原発放射線影響対策
事業（流通食品検査
等）　　　（再掲）

県 食品の放射性物質汚染に対する県民の不安解消のた
め、県内産はもとより県外産を含む県内流通食品に
ついて、食品衛生法に基づく収去検査を実施。ま
た、検査結果等の情報を新聞紙上で発信するほか、
出前講座による普及啓発を実施

・食品検査：600検体

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

東日本大震災農業生
産対策事業（整備交
付金）

1 地区

2 市町村

55

56

57

58

48

49

50

52

53

54

51

47

2 2箇所 6 箇所 2復旧施設数 99 箇所 93
県、
市町村、
農協等

農業関連の被災した共同利用施設等の復旧や共同利
用機械等の導入を支援

・復旧施設数：６箇所
　（全体：99箇所/１期：93箇所）

24 地区 2
被災地域における事業
実施地区数（延べ）

5 地区
農協、
生産部会
等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費
者ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう
産地マネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区
　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

2 222 市町村 2実証研究実施市町村数 2 市町村
県、
農協、
担い手組
織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研
究機関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最
適化する実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

11 地区 2 地区 1モデル地区 3 地区
県、
市町村、
農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図る
ため、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機
（大型薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

1
沿岸地域における基盤
整備

3 件 1 件 2 件 1

2222 件 44 件 22
沿岸地域における機
械・施設の整備

66 件
県、
担い手組
織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業
者や集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等
の産地の拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模
園芸経営体を育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

19 地区 1 地区事業実施地区数 10 地区
市町村 被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現す

るために行う被災農業者等への貸与等を目的とした
農業用施設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区
　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

4 172ha 214 ha 37 ha 33本復旧面積 423
県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設

の復旧を実施

・復旧面積　37ha
　（全体：423ha/１期：214ha）
・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

4 件 4支援事業者数 10 件 6 件いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる
本県農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農
林漁業者等による６次産業化のモデル的な取組を支
援

・支援事業者数：４件

150300 件 150533 件食プロによる支援件数 833 件いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値
化を図るため、流通・販売等の専門家によるアドバ
イスや商談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー
　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

1 9 2棟 10 棟畜舎整備数 12
岩手県農
業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜
舎整備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

ha 334 ha 250 ha 250
外部支援組織の作業
受託面積

584トウモロコシ転換緊
急支援事業

県、
岩手県農
業公社、
作業請負
組織

放射性物質により影響を受けた酪農家の不安を払拭
するとともに、飼料生産を行うコントラクター等の
外部支援組織を育成・強化するため、作業機械など
の整備を支援

・外部支援組織の作業受託面積：250ha

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速する
ため、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制
の整備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む
　　　生産者団体への支援件数：10件

６次産業化に取り組む
生産者団体への支援
件数

10 件 10 件 5 5

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

5/7 【なりわい／水産業・農林業】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

事業
体

3
事業
体

63

69

70

64

65

66

67

68

62

59

60

61

35 50件 25

60 70

二重債務対策支援件
数

267 件 157 件 110

50662 件 482 件 180 件
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種）

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

岩手産業復興機構出
資金（再掲）

　　　　　　▼P96

2地区 2 地区工事完了地区数 4 地区 2治山施設災害復旧事
業

県 被災した防潮堤の復旧

・工事完了地区数：２地区
　（全体：4地区/１期：2地区）
・対象：野田村前浜地区ほか１地区

事業
体

1
事業
体

1
木材加工施設整備事
業体数

9
事業
体

8木材加工流通施設等
復旧対策事業

県、
木材加工
業者等

津波によって流失・損壊した高性能林業機械や、被
害が甚大で本格的な復旧が必要な木材加工施設等の
修繕・再整備を支援

・木材加工施設整備事業体数：1事業体

24
事業
体

2実施事業体数 4
事業
体

県、
関係団体
等

復興住宅へ乾燥材等の県産材の円滑な供給を促進す
るため、製材工場等の乾燥材生産力向上を支援

・実施事業体数：4事業体

県産材需要拡大促進
事業

1
事業
体

1
木質バイオマス利用施
設整備事業体数

4
県、
市町村、
木材加工
業者等

地域の森林資源の利用拡大と地域産業の活性化を図
るため、木質バイオマス関連施設の整備等を支援

・施設整備事業体数：1事業体

森林整備加速化・林
業再生事業（県産材
活用促進緊急対策事
業）

1,360ｍ農道整備延長 1,360 ｍ - ｍ 1,360農道整備事業 県 被災した農業・農村の復興再生に必要な農道を整備

・農道整備延長：1,360m（全体：1,360ｍ）
・対象：陸前高田市（竹駒地区）

950 7041,734 ｍ 801,063 ｍ水路整備延長 2,797 ｍため池等整備事業 県 被災した農業・農村の復興再生に必要な農業用水路
を整備

・水路整備延長：1,734ｍ
（全体2,797ｍ/1期：1,063ｍ）
・対象：久慈市（大川目地区）

10 10 5620 ha区画整理面積 76 ha経営体育成基盤整備
事業

県 被災した農業・農村の復興再生に必要なほ場等を整
備

・区画整理面積：20ha（全体：76ha）
・対象：久慈市（宇部川地区）
　　　　　　　　　ほか２町村（２地区）

1箇所 1 箇所

7575 ｍ海岸堤防整備延長 75 ｍ ｍ

陸閘整備箇所数 1 箇所

海岸高潮対策事業 県 県営事業実施中に被災した農地海岸保全施設の復旧
を実施するとともに、背後地を保全する海岸堤防を
整備

・海岸堤防整備延長：75ｍ（全体：75ｍ）
・陸閘：１箇所
・対象：野田村（野田海岸）

4620 18ha 38 ha区画整理面積 95 ha 11中山間地域総合整備
事業

県 被災地の農業・農村の復興再生に必要な中山間地域
のほ場等を整備

・区画整理面積：38ha
　（全体：95ha/１期：11ha）
・対象：陸前高田市(広田地区）ほか１町(１地区）

93 36ha 196 ha 67区画整理面積 329 ha 133
県 生産性・収益性の高い農業の実現のため、災害復旧

と併せて圃場等を整備

・区画整理面積：196ha
　（全体：329ha/１期：133ha）
・対象：陸前高田市ほか７市町村

農用地災害復旧関連
区画整理事業
　
　　　　　 ▼P106

2,560 541ｍ 3,101 ｍ海岸堤防完了延長 3,722 ｍ 621海岸保全施設災害復
旧事業

県 被災した海岸保全施設に係る新たな基準に基づく農
地海岸堤防の復旧・整備を実施

・海岸堤防完了延長：3,101ｍ
　（全体：3,722ｍ/１期：621ｍ）
・対象：陸前高田市（小友海岸）ほか４市町

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

No.
H29～～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業

48

49

50

52

53

54

51

55

56

57

No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体

71 6 111地区

10

工事完了地区数 20 地区 9 2

3地区 17 地区 4工事着工地区数 20 地区 3防災林造成事業 県 津波により破壊された防潮林を再生

・工事完了地区数：9地区（全体：20地区）

いわて農林水産業６
次産業化促進事業

県 6次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するた

め、農協や漁協等が取り組む6次産業化の推進体制の整

備やマーケティング活動等を支援

・６次産業化に取り組む

　　　生産者団体への支援件数：10件

岩手県農

業公社

沿岸地域の畜産物の生産拡大を図るため、新たな畜舎整

備を支援

・畜舎整備数：10棟

畜産基盤再編総合整
備事業

いわて農林水産業６
次産業化推進事業

県 ６次産業化を推進し、本県農林水産物の高付加価値化を

図るため、流通・販売等の専門家によるアドバイスや商

談会等を開催

・食のプロフェッショナルアドバイザー

　　　　　　　（食プロ）による支援件数：300件

いわて農林水産業６
次産業化ステップ
アップ支援事業

県 東日本大震災津波や風評被害により落ち込んでいる本県

農林水産物の販路の回復・拡大を図るため、農林漁業者

等による６次産業化のモデル的な取組を支援

・支援事業者数：４件

県 甚大な被害を受けた沿岸６市町の農地・農業用施設の復

旧を実施

・復旧面積　37ha

　（全体：423ha/１期：214ha）

・対象：陸前高田市ほか５市町

農地等災害復旧事業

県、市町

村

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するた

めに行う被災農業者等への貸与等を目的とした農業用施

設・機械の整備（所有権は市町村）を支援

・事業実施地区数：1地区

　（全体：10地区/１期：9地区）

被災地域農業復興総
合支援事業

　　　　　 ▼P105

県、

担い手組

織等

地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や

集落営農組織等の経営の高度化や園芸・畜産等の産地の

拡大に必要な機械・施設等の整備、大規模園芸経営体を

育成するための園芸施設の整備を支援

・機械・施設整備：44件

いわて地域農業マス
タープラン実践支援
事業

県、

市町村、

農協等

森林資源を活用した園芸施設のモデルの確立を図るた

め、木材活用低コストハウスや木材用簡易暖房機（大型

薪ストーブ・ボイラー）の普及を実施

・モデル地区：２地区

山と里と人に優しい
いわてのふるさと産
業育成支援事業

県、

農協、

担い手組

織等

被災地を食料生産基地として再生するため、試験研究機

関がこれまで開発してきた技術を組み合わせ最適化する

実証研究を実施

・実証研究実施市町村数：２市町村（５年継続）

沿岸地域再生に向け
た実証研究事業

農協、

生産部会

等

園芸産地の生産力やブランド力を高めるため、消費者

ニーズに基づく生産・販売方式の改善等を行なう産地マ

ネジメントの仕組みづくりを支援

・事業実施地区数：延べ４地区

　（１地区２～３年継続）

園芸産地新生プロ
ジェクト推進事業
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No. 事業名 事業概要
実施年度

H27 H28 H29～～H25 H26

実施
主体
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「なりわい」の再生　／　商工業

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績
H29～

件
岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種）

平成26年度

事業の進捗状況

第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

662 件 180 件 50

25

482 70

35 50

60

二重債務対策支援件
数

267 件 157 件 110 件

中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施
設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が
協調し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付
を実施

145 億円
貸付額（全業種）

145 億円

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により事業活動に支障を来してい
る中小企業者に対し事業を再建するために必要な資
金を融資

・融資額：1,100億円

融資額（全業種）
3,206 億円 1,506 億円 1,100 億円 500 300 300 600

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対
し、長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被
害を受けた中小企業者に対し保証料補給を実施

保証料補給額（全業
種）

1,914,674 千円 1,914,674 千円

中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）
　
　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場
合に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対し
て、国と県が連携して補助

補助件数
1,193 社

補助金額
76,492 百万円

県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行
う被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要す
る経費に対し補助

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

補助件数
268 社

補助金額
436,187 千円

被災中小企業重層的
支援事業

県、
商工団体
等

東日本大震災津波で被災した中小企業を支援するた
め、商工会・商工会議所、商工会連合会、中小企業
団体中央会、いわて産業振興センターが行う支援事
業を補助することなどを通じ、被災企業の復旧・復
興を支援

・補助金交付団体：12団体（延べ）

補助金交付団体
28 団体 8 団体 12 団体 4 4 4 8

国際経済交流推進事
業

県 東アジアをターゲットとした県内企業の海外におけ
るビジネスチャンスの発掘、海外企業とのビジネス
マッチングの支援、海外物産展等による県産品の販
路拡大を行い、国際的な事業活動の展開による地域
経済の復興を支援

・商談会・フェアの開催   12回

商談会・フェアの開催
回数

34 回 14 回 12 回 4 4 4 8

物産販路開拓事業 県 東日本大震災津波により大きな打撃を受けた本県地
場産業の復興支援のため、首都圏等での物産展を通
して情報発信し、県産品の販路拡大と事後取引の拡
大を支援

・アンテナショップにおける
　　　　　　　　　県産品販売：2,070百万円

アンテナショップにおけ
る県産品販売額

5,755 百万円 2,305 百万円 2,070 百万円 690 690 690 1,380

広域振興事業
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局が実施する広域振興圏単位の課題を解決
するための先駆的事業を広域振興事業として実施

・実施事業：３～５事業程度/年
・対象：４広域振興圏

広域圏の産業振興 1,450,021 千円 672,956 千円 466,239 千円 155,413 155,413 155,413 310,826

地域経営推進費事業
　　　　　（再掲）

県、
市町村

東日本大震災津波からの復旧・復興に係る事業で、
広域振興局等が実施する産業振興、風評被害等に対
応する事業を地域経営推進費として実施

・実施事業：200事業程度/年
・対象：４広域振興圏及び市町村

産業振興・地域課題解
決のための事業

3,810,028 千円 1,310,028 千円 1,500,000 千円 500,000 500,000 500,000 1,000,000

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

1/4 【なりわい／商工業】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績
H29～

平成26年度

事業の進捗状況

第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
No.

いわてブランド再生
推進事業　（再掲）

　　　　　 ▼P101

県 放射性物質の影響による風評被害を払拭して、消費
者の信頼を回復し、いわてブランドを再生するた
め、県産品の魅力を消費者に直接届ける等、販売機
会の拡大を支援

・フェア等の実施　８回

フェア等の実施
13 回 5 回 8 回 4 4

生産地証明等発行事
業

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
め、輸出産品に関する証明書等発行事務を実施

産地証明書発行数（加
工食品）

645 件

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活
用することにより、新規立地の促進や被災企業等の
早期復興を支援

制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所
356 箇所

完成箇所
347 箇所

いわてフードコミュ
ニケーション推進事
業　　　　（再掲）

県 「食の安心安全」を基本とし本県の特色ある食材や
資源を活用した新しいビジネス展開や販路開拓を促
進し、本県食産業を高い付加価値生産性を持つ総合
産業として育成

・商談会の開催　６回

商談会開催数
23 回 13 回 6 回 2 2 2 4

いわて農商工連携推
進事業　　（再掲）

県、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて農商工連携ファンド等により農林漁業者と中
小企業者との連携による新たな事業展開や、農林水
産物の加工や流通・販売等に取り組むモデル作りを
支援

いわて農商工連携ファ
ンドの採択事業数

75 事業 25 事業 30 事業 10 10 10 20

被災商店街にぎわい
支援事業

県 被災商店街の賑わいを回復するため、アドバイザー
を派遣して、個店の経営力向上や共同店舗等の計画
策定などの指導を通じて、新たな商店街の構築に向
けた取組を支援

・計画策定支援：30人日
・個店指導：10人日

まちづくり（共同店舗）ア
ドバイザー派遣

63 人日 23 人日 30 人日 10 10 10 10

商店街アドバイザー派
遣

25 人日 15 人日 10 人日 10

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

482 件

二重債務対策支援件
数

267 件 157 件

180 件 50 60 70

110 件 25 35 50

岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種） 662 件

中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等の施
設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と県が
協調し、いわて産業振興センターを通じた資金貸付
を実施

貸付額（全業種）
145 億円 145 億円

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により事業活動に支障を来してい
る中小企業者に対し事業を再建するために必要な資
金を融資

・融資額：1,100億円

融資額（全業種）
3,206 億円 1,506 億円 1,100 億円 500 300 300 600

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災津波により罹災した中小企業者に対
し、長期・低利資金の融資を行うとともに、直接被
害を受けた中小企業者に対し保証料補給を実施

保証料補給額（全業
種）

1,914,674 千円 1,914,674 千円

研究開発シーズ事業
化事業

さんりく
基金、
被災地域
の事業者

沿岸被災地域の事業者を対象に、大学・研究機関・
専門家等の協力による商品の開発や放射線検査等に
よる、商品化・事業化に向けた加工・検査設備等の
導入等の取組に対し、経費を支援

・助成件数：10件

事業者への助成 16 件 6 件 10 件 5 5

県北沿岸地域特産品
開発事業

さんりく
基金、
被災地域
の事業者

県北沿岸地域の事業者を対象に、地域の農林水産物
や観光資源などの特性を活かした新商品開発や商品
リニューアルの促進の取組に対し、経費を支援

・助成件数：140件

事業者への助成 279 件 139 件 140 件 70 70

12

13

14

15

16

21

22

23

17

18

19

20
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績
H29～

平成26年度

事業の進捗状況

第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
No.

新規立地・増設件数

中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）
　　　　　 ▼P100

国、
県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場
合に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対し
て、国と県が連携して補助

補助件数
1,193 社

補助金額
76,492 百万円

県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行
う被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要す
る経費に対し補助

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

補助件数
268 社

補助金額
436,187 千円

原発放射線影響対策
事業（工業製品等の
測定調査）

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進

・食品、工業製品等の放射性物質の
　　　　　　　　　　　測定調査等の実施

工業製品等の測定回
数

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置　　　　（再掲）

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活
用することにより、新規立地の促進や被災企業等の
早期復興を支援

制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所
356 箇所 356 箇所

完成箇所
347 箇所 347 箇所

自動車関連産業創出
推進事業

　　　　　 ▼P107

県、
いわて産
業振興セ
ンター

本県ものづくり産業の牽引役である自動車関連産業
の開発・生産拠点化に向けて、設備投資や研究開発
の支援、工程改善の指導、展示商談会の開催などの
取組を実施し、地場企業の参入や取引拡大を促進

・新規取引件数：15件

新規取引件数
104 件 79 件 15 件 5 5 5 10

半導体関連産業創出
推進事業

県 本県ものづくり産業の牽引役である半導体関連産業
の集積促進を図るため、産学官連携による新産業開
拓、技術高度化、取引拡大、新規参入等を支援

・新規取引件数：15件

新規取引件数
41 件 16 件 15 件 5 5 5 10

いわてものづくり産
業人材育成事業

県 内陸地域と沿岸県北地域とのものづくりネットワー
ク間の連携を強化し、小中学生から企業人まで、多
様で厚みのある産業集積を支える高度な産業人材の
育成を支援

工業高校における技能
士数

3,935 人 1,650 人 1,335 人 445 445 445 950

医療機器関連産業創
出推進事業

県 本県ものづくり産業の牽引役を目指す医療機器関連
産業の集積促進を図るため、産学官連携による技術
高度化、医工連携、取引拡大、新規参入等を支援

・開発試作件数：12件

開発試作件数
46 件 26 件 12 件 4 4 4 8

情報関連産業競争力
強化事業

県 ものづくり産業の高付加価値化・高効率化に寄与す
る情報関連産業の競争力強化を図るため、産学官連
携による技術高度化、取引拡大、新規参入等に関わ
る取組を支援

・新規取引件数：30件

新規取引件数
80 件 30 件 30 件 10 10 10 20

戦略的知財活用支援
事業

国、
県

ものづくり産業の技術の高度化や製品の高付加価値
化等による競争力の確保、新事業の創出につながる
よう、「知財総合支援窓口」機能の充実強化や県内
中小企業等による特許技術を活用した販路拡大支援
等、知的財産の活用を支援

・沿岸地域企業等支援件数：600件

知財支援総合窓口の
沿岸地域企業等支援
件数

1,492 件 492 件 600 件 200 200 200 400

企業立地促進奨励事
業

県、
市町村

知事が認定した企業による工場等の新設・増設に対
し市町村が補助する場合に、その経費の一部を補助

・新規立地・増設件数：60件

187 件 87 件 60 件 20 20 20 40

県 被災地に新たな産業を創出し、雇用拡大と魅力ある
事業展開による地域経済の活性化を図るため、被災
者等の起業を支援するとともに、専門家による経営
指導をきめ細かに行い、被災地域の起業を促進

・起業・フォローアップ件数：100人

さんりく未来産業起
業促進事業

　　　　　 ▼P108

起業・フォローアップ数 148 人 48 人 100 人 50 50

24

32

25

26

35

27

28

29

30

31

33

34
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績
H29～

平成26年度

事業の進捗状況

第2期計画期間中（H26～H28）の目標
～H25

事業名
事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28
No.

三次元設計開発人材
育成事業

県 「いわてデジタルエンジニア育成センター」におい
て三次元設計開発技術者の育成及び県内企業の技術
力向上を支援し、県内企業の競争力強化等を促進

・人材育成数：100人

人材育成数
469 人 369 人 100 人 100

ものづくり・ソフト
ウェア融合技術者養
成事業

県 地域の産学官が連携し、「高度開発型のものづくり
産業集積」の形成を促進するため、ものづくりとソ
フトウェアの両面の知識を有する技術者の育成を支
援

・人材育成数：120人

人材育成数
543 人 343 人 120 人 40 40 40 80

国際的研究拠点構築
事業
　　　　　 ▼P109

国、
県、
市町村

三陸の海の資源を生かし、国の海洋エネルギー実証
フィールドの整備に向けた体制構築や研究開発プロ
ジェクトの創出支援等を実施

・実証フィールドの誘致実現

実証フィールドの誘致
実現

1 件 1 件 1

洋上ウィンドファー
ム事業化促進事業

県 洋野町沖合海域における着床式洋上風力発電の事業
化に向け、地域受入体制の構築や環境・漁業への影
響調査、関係者とのネットワーク強化等を実施

・漁業協調型洋上WF導入研究会設置

漁業協調型洋上ＷＦ導
入研究会の設置

1 件 1 件 1

海洋研究拠点形成促
進事業

国、
県

これまで蓄積してきた海洋関連の研究成果の活用に
より被災地域の産業復興を支援するため、地域の大
学等と連携し、水産、水産加工、食品等に関連した
実用化研究を推進

・海洋等研究成果の地域セミナー回数：9件

海洋等研究成果の地
域セミナー開催回数

18 回 3 回 9 件 3 3 3 6

新素材・加工産業集
積促進事業

県 「いわて発」高付加価値コバルト合金の成果を生か
し、特殊合金など新素材の製造とその加工産業に対
象を広げ、「新素材・加工産業」のクラスター形成
を促進し、地域の雇用創出を推進

・研究会参画企業数：50社

展示会出展回数
6 回 2 回

新素材・加工産業化研
究会参画企業数
（延べ参加企業数）

50 社 40

4 回 2 2

社 50 社 45 50

いわて戦略的研究開
発推進事業

県 東日本大震災津波からの着実な復興を目指し、大学
等の有望な研究シーズから、実用化まで一貫した支
援を行うコーディネート体制の構築、及び、公募競
争型の研究開発支援事業を実施

・研究開発資金の獲得事業件数：12件

国等の研究開発資金
の獲得事業件数

33 件 13 件 12 件 4 4 4 8

科学技術振興推進事
業

県 東日本大震災津波からの着実な復興を目指し、自動
車・半導体・医療機器関連産業などに続く新たなも
のづくり産業の創出に向け、持続的なイノベーショ
ンが創出できるよう、産学官金連携を強化

・プロジェクト実施件数：１件（新規導入件数）

プロジェクト実施件数
（新規導入件数）

5 件 4 件 1 件 1

３Dプリンタ等次世代
ものづくり産業育成
事業

県 ３Dプリンタの活用による高付加価値製品の小ロッ
ト・短納期生産拠点を形成するため、生産革新・新
分野進出等の検討や新ビジネス創出支援、人材育成
を推進

・次世代ものづくり研究会設立数　1件

次世代ものづくり研究
会設立数

1 件 1 件 1

国際リニアコライ
ダー（ILC)推進事業
・プロジェクト研究
調査事業（ILC）
　　　　　 ▼P110

国際機関
国、
県、
市

東北の産業復興に向けて、ILCを核とした研究拠点の
形成や関連産業の集積、海外研究者受入のための環
境整備などILC建設に係る課題について調査研究を進
めるとともに、国民的理解を増進

・研究会及び講習会等の開催：12回

研究会・講演会等の開
催回数

32 回 12 回 12 回 4 4 4 8

国際リニアコライ
ダー（ILC）推進事業
・ILC計画推進事業

　　　　　 ▼P110

国際機関
国、
県、
市

ILC計画の実現を図り、ILCを核とした国際学術研究拠
点を形成するため、海外への情報発信、加速器関連
産業の集積拠点の形成に向けた検証委託等を実施

・海外における情報発信回数：3回
・企業向けセミナー等の開催回数：9回

海外における情報発信
回数

3 回

企業向けセミナー等の
開催回数

9 回

1 13 回 1

9 回 3 33

44

36

37

45

46

38

39

40

41

42

43

4/4 【なりわい／商工業】



「なりわい」の再生　／　観光

事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

1

回

1
海水浴場の養浜完了
箇所数

1 箇所

1 箇所 1
海水浴場の養浜着工
箇所数

1 箇所海岸保全施設等整備
事業（養浜）
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜

・対象：陸前高田市（高田地区海岸）

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

中小企業高度化資金
貸付金　　（再掲）

県、
中小企業
基盤整備
機構、
いわて産
業振興セ
ンター

いわて復興事業計画の認定を受けた被災中小企業等
の施設・設備整備に対し、中小企業基盤整備機構と
県が協調し、いわて産業振興センターを通じた資金
貸付を実施

貸付額（全業種） 145 億円 145 億円

中小企業東日本大震
災復興資金貸付金
　　　　　（再掲）

県 東日本大震災により事業活動に支障を来している中
小企業者に対し事業を再建するために必要な資金を
融資

・融資額：1,100億円

融資額（全業種） 3,206 億円 1,506 億円 1,100 億円 500 300 300 600

中小企業東日本大震
災復興資金保証料補
給事業　　（再掲）

県 東日本大震災により罹災した中小企業者に対し、長
期・低利資金の融資を行うとともに、直接被害を受
けた中小企業者に対し保証料補給を実施

保証料補給額（全業
種）

1,914,674 千円 1,914,674 千円

中小企業等復旧・復
興支援事業（再掲）

　　　　　 ▼P100

県、
民間企業

被災地の事業者が一体となって復旧・復興を行う場
合に、当該事業に不可欠な施設の復旧・整備に対し
て、国と県が連携して補助

補助件数 1,193 社

補助金額 76,492 百万円

県、
市町村

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行
う被災中小企業の早期復旧に対する補助事業に要す
る経費に対し補助

中小企業被災資産復
旧事業　　（再掲）

　　　　　　▼P99

補助件数 268 社

補助金額 436,187 千円

岩手産業復興機構出
資金　　　（再掲）

　　　　　　▼P96

国、
県、
金融機関
等

被災企業が復旧・復興に必要な資金を調達できるよ
う、岩手産業復興機構が債権買取等の金融支援を実
施

・相談件数：180件
・支援件数：110件

岩手県産業復興相談センター
の相談受付件数（全業種）

662 件 482 件

二重債務対策支援件
数

267 件 157

180 件 50 60 70

件 110 件 25 35 50

特区制度等の活用に
よる各種優遇税制措
置　　　　（再掲）

国、
県、
市町村等

復興特区制度等による国税・地方税の優遇税制を活
用することにより、新規立地の促進や被災企業等の
早期復興を支援

制度の利用促進を図る
ための周知等

事業開始決定箇所 356 箇所 356 箇所

完成箇所 347 箇所 347 箇所

原発放射線影響対策
事業（観光情報発
信）

県 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するた
めの取組を推進

・ホームページ更新回数：36回

回 36 回 12 12 12ホームページ更新回数 72 回 36

海岸環境整備事業 県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の砂浜及
び関連施設を復旧・整備

・対象：山田町（浦の浜海岸）

海水浴場復旧・整備箇
所数

1 箇所 箇所 1

海外向け情報発信事
業

県 本県への注目度を高め、震災の記憶を風化させず継
続的な支援を喚起するため、海外との「つながり」
等を活かし、支援に対する御礼を伝えるとともに、
復興に向けて立ち上がる岩手の姿を情報発信

・海外向け情報発信：６回

海外向け情報発信 10 回 4 6 回 3 3

三陸ジオパーク推進
事業
　　　　　 ▼P111

三陸ジオ
パーク協
議会、
県、
沿岸13市
町村

世界ジオパーク申請を視野に入れた情報発信及び受
入体制の整備等を推進

・学習会等の開催：45回
・ジオガイドの養成：30人

学習会等の開催回数 130 回 55 回 45 回 15 15 15 30

ジオガイドの養成人数 50 人 0 人 30 人 10 10 10 20

No.

1

2

3

4

5

6

7

9

11

10

8

12

1/3 【なりわい／観光】



事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

回 1観光キャンペーン実施 8 回 3 回 3いわて観光キャン
ペーン推進協議会負
担金

推進協議
会

沿岸を中心とした全県での観光振興に向けた全国へ
の情報発信、誘客事業の展開、地域主体の観光地づ
くりを推進

・観光キャンペーン実施：3回

1 1 2

観光事業推進費負担
金

県、
県観光協
会

観光客受入整備及び観光客への情報発信を実施する
岩手県観光協会に対してその費用の一部を負担し、
震災等による風評被害の払拭や世界遺産平泉を中心
とした本県観光の振興を推進

・観光ホームページ特集更新：12回
・教育旅行説明会開催：12回

観光ホームページ特集
更新

37 回 17 回

教育旅行説明会開催 32 回 12 回

12 回 4 4 4 8

12 回 4 4 4 8

みちのく岩手観光案
内板整備事業

県 経年劣化等により、毀損した観光案内板の整備及び
修繕等を実施

・全県観光案内板の整備

全県観光案内板の整
備

20 基 5 基 9 基 3 3 63

いわて花巻空港利用
促進事業

県、
岩手県空
港利用促
進協議会

いわて花巻空港の路線の維持・拡充等及び利便性向
上を図り、本県経済の幅広い発展に資するため、官
民一体となった利用促進を行う岩手県空港利用促進
協議会に負担金を支出し、震災後、復興支援で新た
に就航した路線等について利用促進を実施

・航空機利用者数：1,307千人
・国際線の運航回数：626回

航空機利用者数 3,325 千人 1,024 千人 1,307 千人 400 441 466 994

国際線の運航回数 1,408 回 134 回 626 回 186 220 220 648

いわてへの定住・交
流促進事業

県 復旧支援やボランティア活動等による他の都道府県
民との新たな交流、つながりを活かし、本県の魅力
である自然や歴史・文化をいわて復興応援隊等によ
りPRし、本県への定住・交流を促進（県内33市町村
対象）

・定住交流関連イベントへの参加件数：15回

イベント等への参加回数 42 回 17 回 15 回 5 5 5 10

三陸鉄道活用地域の
にぎわい創出事業

県 三陸鉄道の駅舎を復興地域活性化の拠点として、鉄
道資源や観光資源等を有効活用した取組を行うこと
により、沿線地域の賑わいを創出

・駅舎の地域活性化拠点：6駅

駅舎の復興拠点化 6 駅 6 駅 3 3

三陸鉄道復興情報発
信事業

県 三陸鉄道をはじめとした沿線地域の復興の記録を整
理するとともに、復興に関する情報発信を実施

情報発信 48 件 48 件 48

いわてつながり強化
事業

県 復興支援で岩手に来た自治体職員など、全国の「岩
手ファン」同士のつながりと交流を維持強化するた
め、ツールとしてスマートフォンのアプリを開発
し、情報発信やSNS的な交流の支援を行うととも
に、感謝の意を伝え、関係者相互の交流を図るため
シンポジウムを定例的（年１回）に開催

・アプリダウンロード数：1,200回

アプリダウンロード数 1,200 回 1,200 回 600 400 200

いわて情報発信強化
事業

県 開かれた復興を目指し、国内外からの支援に対する
感謝を伝え、震災を忘れず応援し続けていただくた
め、震災から立ち上がる岩手の姿や「黄金の國、い
わて。」に表現される岩手の魅力を継続的に発信
・県外に向けた情報発信
・希望郷いわて文化大使に対する岩手の
　魅力情報の発信

・Twitterフォロワー増加数：6,000人

Twitterのフォロワー増
加数

27,756 人 19,756 人 6,000 人 2,000 2,000 2,000 2,000

19

15

16

17

13

22

21

14

18

23

20

三陸地域資源活用観
光振興事業

県 「あまちゃん」効果の継続と他地域への波及を図る
ため、ターゲットを絞った効果的な情報発信、誘客
事業の推進とともに、継続的な観光地づくりを進め
るための人材の育成

・首都圏等での誘客プロモーション実施等：6回
・観光人材育成セミナー：3件

震災学習を中心とした教育旅行の誘致を促進するた
め、受入態勢の整備や誘致活動を実施

・教育旅行誘致説明会への参加：8回
・旅行会社等招請：6回

三陸観光再生事業 県 教育旅行説明会への
参加

12

観光人材育成セミナー 3

回 4 回 8 回 4 4

旅行会社等招請 9 回 3 回 6 回 3 3

首都圏等での誘客プロ
モーションの実施

6 回 6 回 2 2 2

件 3 件 1 1 1
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事業全体の目標 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

項目 数量 単位 数量 単位 数量 単位 計画値 計画値 計画値 計画値

第１期計画期間中（H23～H25）の実績 第2期計画期間中（H26～H28）の目標 平成26年度

事業の進捗状況

～H25
事業名

事業
主体 事業概要

実施年度

H26 H27 H28 H29～

No.

国際観光推進事業
 
　　　　　 ▼P112

県 アジアの主要市場や豪州等をターゲットに、海外事
務所を活用し、震災等による風評被害の払拭や観光
地としての本県の魅力の認知度向上、旅行商品の造
成・販売促進事業により外国人観光客の誘致を推進

・海外旅行会社等招請：18回
・海外旅行博参加：15回

海外旅行会社等招請 77 回 47 回 18 回 6 6 6 12

海外旅行博参加 51 回 26 回 15 回 5 5 5 10

北東北三県・北海道
ソウル観光推進事業

県 観光分野を中心とした海外交流拠点を韓国に整備
し、震災等による風評被害の払拭や観光客の誘致拡
大、物産の販路開拓、技術交流、文化交流等を拡大

・観光商談会開催：6回
・旅行会社等招請：6回

観光商談会開催 22 回 12 回 6 回 2 2 2 4

旅行会社等招請 13 回 3 回 6 回 2 2 2 4

北東北広域観光推進
事業

推進協議
会

北東北三県が一体となり、震災復興に向けた国内外
への観光振興事業を実施し、北東北三県の広域観光
を推進

・国内旅行会社等招請：9回
・海外旅行会社等招請：9回

国内旅行会社等招請 29 回 14 回 9 回 3 3 3

3

6

海外旅行会社等招請 31 回 16 回 9 回 3 3 6

みちのくコンベン
ション等誘致促進事
業

県、
盛岡観光
コンベン
ション協
会

国が実施するコンベンション等誘致の商談会に参加
し、震災関連のコンベンション等の誘致を促進

・商談会への参加：3回
・招請事業実施：3回

商談会への参加 8 回 3 回 3 回 1 1 1 2

招請事業の実施 9 回 4 回 3 回 1 1 1 2

28

24

25

26

27

東北観光推進事業 県、
東北観光
推進機構

東北観光に係る震災等による風評被害の払拭や認知
度向上と国内・海外観光客等の誘致を推進

・海外旅行博参加：18回
・教育旅行説明会開催：9回

県、
岩手県空
港利用促
進協議会

交流人口の拡大による地域経済の活性化を図るた
め、台湾からの誘客と交流を促進

・旅行博への参加：3回
・旅行会社等招請：9回
・台湾での観光プロモーション実施等：9回

29

いわて台湾国際観光
交流推進事業

海外旅行博参加（機構
のみ参加）

40 回 10 回 18 回 6 6 6 12

教育旅行説明会開催 21 回 6 回 回 39 3 3 6

旅行博への参加 5 回 3 1 1 1 2

旅行会社等招請 15 回

回

回 39

台湾での観光プロモー
ションの実施

15 回 9

3 3 6

3 3 6回 3
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